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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）効率化目標の設定 

 

【中期目標】 

① 一般管理費 

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経

費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で１５％程度削減す

る。 

② 運営費交付金対象業務経費 

運営費交付金対象業務経費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増

減する経費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で５％程度

に相当する額を削減する。 

 

【中期計画】 

① 一般管理費 

一般競争入札等の活用等により、業務運営の効率化を推進し、一般管理費のさらなる削減に努め

る。 

数値目標 

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経

費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で１５％程度に相当

する額を削減する。 

② 運営費交付金対象業務経費 

一般競争入札等の活用、単価の見直しや事業執行方法の改善等を通じて、業務運営の効率化を

推進し、運営費交付金対象業務経費の更なる削減に努める。 

数値目標 

運営費交付金対象業務経費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増

減する経費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で５％程度

に相当する額を削減する。 

 

【年度計画】 

中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度に比べ、一般管理費（人件費、公租公課

等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）については１５％に相

当する額を、運営費交付金対象業務経費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因

により増減する経費を除く。）については５％程度に相当する額を削減するとの目標を達成するため、

一般競争入札等の活用、事業の見直しや事業執行方法の改善等により業務運営の効率化を推進す

る。  
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 なお、平成２０年度においては、海外事務所の賃貸借契約更新に伴う賃借料の上昇を抑えるため、

事務所の移転を行う。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

業務運営の効率化を推進するために必要な事項を具体的目標として挙げたものである。 

 

② 当該年度における取り組み                                     

（１）運営費交付金対象業務経費の削減 

・ ２０年度事業の実施にあたっては、一層の一般競争入札の実施、ロンドン及びロサンゼルス事

務所の移転による家賃の見直しを図るなど、効率化に努めた。 

・ それらの結果として、運営費交付金対象業務経費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費

及び特殊要因により増減する経費を除く。）は、対前年度比８９百万円（▲１３．３％）の減となっ

た。 

 

（２）一般管理費の削減 

・ 一般管理費の削減にも努力を行い、対前年度比８．３百万円（▲７．９５％）の減となった。 

・ なお人件費についても引き続き抑制を図った。具体的には事項「（２）総人件費改革」に記載。 

 

数値目標の達成状況 

 

【一般管理費、運営費交付金対象業務経費の削減】 

 （単位：千円） 

区分 
20 年度計画額 

(A) 

20 年度実績額(B) 

(括弧内は効率化

対象予算) 

削減額 

(B-A) 

19 年度 

(括弧内は効率化

対象予算) 

対１9 年度削減率 

(所要額を除く) 

一般管理費 275,615 
249,126 

(95,753) 
△26,489 

282,288 

(104,021) 
△7.95% 

運営費交付金 

対象業務経費 
824,395 

764,349 

(582,675) 
△60,046 

836,034 

(672,041) 
△13.30% 

 



 5 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）総人件費改革 

 

【中期目標】 

総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成

１８年法律第４７号）等に基づく平成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減について、引き

続き着実に実施するとともに、役職員の給与に関し国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しを

促進する。さらに「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）

に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度まで継続するものとする。また、給与水準の適正化につ

いて検証し、これを維持する合理的な理由がない場合には給与水準の適正化に取り組むとともに、そ

の検証結果や取り組み状況を公表する。 

 

【中期計画】 

総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成

１８年法律第４７号）等に基づく平成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減について、引き

続き着実に実施するとともに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７

日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度まで継続するものとする。 

 また、機構の給与水準に関しては、国内事務所が東京のみであること、職員の学歴構成が高いこ

と等の理由から、国家公務員に対する指数では１０５．３、東京都在勤の国家公務員に対する指数で

は９３．８（指数はともに平成１８年度）となっているところであるが、引き続き、給与水準の適正化につ

いて検証し、これを維持する合理的理由がない場合には給与水準の適正化に取り組むとともに、その

検証結果や取組状況を公表する。 

 

【年度計画】 

総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成

１８年法律第４７号）等に基づく平成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減について、引き

続き着実に実施するとともに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７

日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を継続する。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

行政改革の重要方針に掲げられた人件費削減について、引き続き着実に実施するとともに、給与水

準の適正化の取り組みを継続するものである。 

 

② 当該年度における取り組み 

・ 総人件費改革の取組として、平成２０年度においては、平成２０年６月に理事１名を削減し、

平成２０年８月には監事体制を常勤２名から常勤１名・非常勤１名体制に変更したことに伴い、
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役員報酬の削減措置（２０年度役員報酬総額は１７．７％減）を実施するとともに、職員に関し

ては、職員数の減（退職者の不補充）及び人事評価制度による昇給の抑制等を行った結果、

人件費削減率（対平成１７年度比）は、目標の△５．０％超え、△８．６％を達成した。 

 

       基準年度（平成１７年度）： １，１３２，５５９千円 

              平成１８年度 ： １，１０７，４１４千円（△２．２％） 

              平成１９年度 ： １，０８７，５９１千円（△４．０％）   

           平成２０年度 ： １，０３５，１１６千円（△８．６％）  

 

・ 平成２０年度のラスパイレス指数（国家公務員と比較した給与水準）は１０９．７、東京都特別

区在勤の国家公務員との比較では９６．８ となった。 

・ 機構は地方組織が無く、職員の約９割が大卒・大学院卒であるため、今後も地域・学歴を考

慮した東京都特別区在勤の国家公務員との比較で１００を上回らないよう、引き続き適切な

措置を講じていく。 

 

対・国
対・国
（東京）

対・国
（学歴別）

対・国
（地域・学歴別）

対・独立行政法人

平成15年度 125.9 － － － 117.2

平成16年度 109.6 98.0 103.8 93.1 102.6

平成17年度 109.2 97.3 104.4 92.8 101.5

平成18年度 105.3 93.8 101.7 90.4 97.8

平成19年度 107.9 95.9 103.6 91.7 100.6

平成20年度 109.7 96.8 106.1 93.3 102.5

ＪＮＴＯのラスパイレス指数推移

 

※ラスパイレス指数が算出されておらず、数字が入手できないものについては「－」とした。 

 

・ 役員報酬額の公表については、上記の措置状況やラスパイレス指数等を含め「役職員の報

酬・給与等の公表」として、平成２１年６月３０日にホームページ上で平成２０年度分を公表し

た。 

・ また、報酬・給与への業務実績・勤務成績の反映方法として、役員報酬に関しては、期末特

別手当に対し国土交通省独立行政法人評価委員会が行う業績評価の結果を参考にして、役

員の実績に応じ決定した。職員に関しては、平成１６年度から導入した人事評価制度により、
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厳正な人事評価を行い、評価結果を職員の昇給等の処遇に反映させた。 

・ 第一期中期計画の「中期目標の達成状況調査」を含めた決算監査により、「人件費抑制の取

り組み」や「対国家公務員指数の推移」を含めた実績等について、その適正性について検

証。 

・ 福利厚生費については、健康診断関係と借上宿舎のみであり、これらの実施及び結果等に

ついては、各種委員会（衛生委員会、宿舎管理委員会）等において報告し、必要に応じて全

職員あて周知した。 

・ 機構では、職員の勤務能率の発揮及び増進のためのレクリエーション行事は実施しておらず、

必要以上に福利厚生が充実している状況にはない。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（３）組織体制の整備 

 

【中期目標】 

ビジット・ジャパン・キャンペーン実施本部事務局の機能を確実に承継し、組織の活性化を図るととも

に、事業の効率化や質の向上に努め、ビジット・ジャパン・キャンペーンに一層貢献する。 

また、組織の改変等により本部をスリム化するとともに、海外事務所へ経営資源を重点的に配分

し、海外事務所の組織体制を整備する。また、海外事務所については、事務所数や配置の適正性に

ついて、市場の動向に即して不断の見直しを行う。 

 

【中期計画】 

機構の経営資源を海外宣伝事業に重点的に配分するとともに、各業務の連携が効率的に行えるよ

う、本部組織の改革を行う。具体的には事業を行う事業本部と企画･管理業務を行う企画本部の２本

部制とする。各本部の本部長は理事が務める。 

事業本部は海外宣伝事業を行う海外プロモーション部と国際会議等の誘致･開催支援業務を行うコ

ンベンション誘致部の２部によって構成される。海外プロモーション部は、事業別の組織から市場別の

組織に再編するとともに、ビジット・ジャパン・キャンペーン事業を着実に推進していくためビジット・ジャ

パン・キャンペーン実施本部事務局が発揮していた機能を承継する。ビジット・ジャパン・キャンペーン

実施本部事務局の機能を統合することで、機構のもつ様々な機能との相乗効果を発揮し、ビジット・ジ

ャパン・キャンペーン事業の効果的かつ効率的な実施に一層貢献し、これまで以上の実績を上げるこ

とを目指す。 

企画本部には、機構全体の計画の策定･実行管理等を行う企画部と人事･総務･経理業務を担う総

務部を設置する。 

本部における業務運営の一層の効率化に努め、海外事務所へ経営資源を重点的に配分する。ま

た、海外事務所については、活動内容の実績や市場の将来性等について毎年度厳格に評価を行い、

事務所数や配置の適正性、予算や人員等の経営資源の配分等について、不断の見直しを行う。 

 

【年度計画】 

  機構の経営資源を海外宣伝事業に重点的に配分するとともに、各業務の連携が効率的に行えるよ

う、４月１日に、本部組織の改革を行う。 

 具体的には事業を行う事業本部と企画･管理業務を行う企画本部の２本部制とする。各本部の本部

長は理事が務める。 

 事業本部には、海外宣伝事業を行う海外プロモーション部と国際会議等の誘致･開催支援業務を行う

コンベンション誘致部の２部を設置する。海外プロモーション部は、事業別の組織から市場別の組織に

再編するとともに、ビジット・ジャパン・キャンペーン事業を着実に推進していくため、ビジット・ジャパン・キ

ャンペーン実施本部事務局が発揮していた機能を承継する。ビジット・ジャパン・キャンペーン実施本部
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事務局の機能を統合することで、機構のもつ様々な機能との相乗効果を発揮し、ビジット・ジャパン・キャ

ンペーン事業の効果的かつ効率的な実施に一層貢献し、これまで以上の実績を上げることを目指す。 

 企画本部には、機構全体の計画の策定･実行管理等を行う企画部と人事･総務･経理業務を担う総

務部の２部を設置する。 

 本部における管理業務の一層の効率化に努め、事業部門を強化する。 

 事務所数や配置の適正性、予算や人員等の経営資源の配分等について、見直しを検討するため、

海外事務所については、活動内容の実績や市場の将来性等について厳格に評価を行う。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

機構が有する経営資源や様々な機能を最大限に発揮するため、本部組織の改編を着実に実施する。

また、ビジット・ジャパン・キャンペーン実施本部事務局（以下、VJC 事務局）の機能を継承し、ビジット・ジ

ャパン・キャンペーン事業（以下、VJC 事業）の中核の役割を果たし、これまで以上に貢献する。 

 

② 当該年度における取り組み                                

（１）本部組織の再編                                       

４月１日に本部組織を再編し、企画本部と事業本部の２本部制を開始した。 

 

【平成２０年４月以降の組織体制】 

　

　

　

　労務､給与､福利厚生､規程､庶務、監査､情報公開

観光宣伝事務所

　国内でのコンベンション､インセンティブ・ツアー誘致活動､海外の観
光宣伝事務所における誘致活動の管理

誘致グループ

開催支援・交付金グループ

観光情報センター 　 パンフレット等観光宣伝ツールの制作
Ｖｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

　賛助団体・会員サービス、新規事業の企画・開発

　米州・欧州・豪州地域での宣伝事業計画・実施、ツアー造成支援・
販売支援事業の計画・実施､VJC事業の調整

　寄付金募集・交付金交付､統計・調査・研究､人材育成研修

理事長・理事

企画本部　

　

監事

海外プロモーション部

コンベンション誘致部

事業開発・国内連携推進グループ

アジアグループ

欧米豪グループ

　アジア地域での宣伝事業計画・実施、ツアー造成支援・販売支援
事業の計画・実施､VJC事業の調整

経理グループ

事業本部

総務グループ

経営企画グループ

調査研究グループ

情報システムグループ

企画部

通訳案内士試験係

　案内業務､ビジット・ジャパン案内所支援

　管理会計､予算、財務諸表､決算、調達

総務部

　通訳案内士試験の実施

　情報システム､ウェブサイトの管理・維持

　国際観光に関する調査､統計

　経営企画、中期計画､業績評価､国内広報
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（２）VJC 事務局機能継承による VJC 事業の効果的かつ効率的な実施                           

機構が VJC 事務局機能を継承したことにより、機構の海外事務所ネットワークを通じて収集した海

外訪日旅行市場の最新情報を VJC 事業に迅速に反映させることが可能となった。観光庁、地方自治

体、民間事業者等の関係者に積極的に情報を発信し、事業提案を行い、従来以上に効果的、効率的

な VJC 事業の実施に中核となって貢献した。 

【参考資料１ VJC 中央事業の実績】 

 

【平成２０年４月以降のビジット・ジャパン・キャンペーン実施体制】 

 

本部長：国土交通大臣

メンバー：

民間企業・団体、自治体、

関係省庁、JNTO等

委員長：観光庁長官

メンバー：実施本部の主要

メンバー

（ビ
ジ
ッ
ト
・
ジ
ャ
パ
ン
・
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
実
施
本
部
事
務
局
）

JNTO

海外事務所

国

（観
光
庁
）

民
間
企
業
・
自
治
体
等

地方

運輸局

意思決定 企画立案

J
N
T
O

連携

ビジット・ジャパン・

キャンペーン実施本部

ビジット・ジャパン・

キャンペーン実施本部

執行委員会

ビジット・ジャパン・キャンペーン

現地推進委員会

会長：在外公館の長

メンバー：現地民間企業・団体、自治体、

関係法人等
連携

実施

連携

連携

本部長：国土交通大臣

メンバー：

民間企業・団体、自治体、

関係省庁、JNTO等

委員長：観光庁長官

メンバー：実施本部の主要

メンバー

（ビ
ジ
ッ
ト
・
ジ
ャ
パ
ン
・
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
実
施
本
部
事
務
局
）

JNTO

海外事務所

国

（観
光
庁
）

民
間
企
業
・
自
治
体
等

地方

運輸局

意思決定 企画立案

J
N
T
O

連携

ビジット・ジャパン・

キャンペーン実施本部

ビジット・ジャパン・

キャンペーン実施本部

執行委員会

ビジット・ジャパン・キャンペーン

現地推進委員会

会長：在外公館の長

メンバー：現地民間企業・団体、自治体、

関係法人等
連携

実施

連携

連携

 

 

（３）ワーキング・グループ形式による組織全体に関わる課題の検討                         

機構全体に関わる課題である「新規事業開発」「管理会計システム」について、所属部署の枠にとら

われず広い視野で検討を行うため、本部内各部署の中堅・若手職員から成るワーキング・グループを

立ち上げ、議論を行った。検討結果は提言として取りまとめ、理事長に提出された。提言内容は理事

長の指示により実行に向けて担当部署で更に検討が進められ、「新規事業開発」については会員制度

の見直し、ウェブサイトのバナー広告の実施、「管理会計システム」については平成２１年度からの実

施が決定した。 

 

（４）海外事務所の事業・運営の検証制度の見直し                         

機構の重要な経営資源である海外事務所において、適正な事業実施や運営・管理を確保し、本部と

海外事務所の連携強化を図り、中長期的な事務所配置の検討を行うため、マーケット情報の収集・分
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析、事業成果、事務所の運営・管理等に関する指標を設定し検証する制度の見直しを行った。なお、

平成２１年度より本制度に基づき検証を実施する予定である。 

【参考資料２ 海外事務所の事業・運営 検証項目】 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（４）関係機関との連携強化 

 

【中期目標】 

 日本貿易振興機構等の海外事務所をはじめ、内外の関係機関との連携を強化する。 

【中期計画】 

 在外公館、日本貿易振興機構、国際交流基金等他の公的機関の海外事務所、民間企業の海外事

業所等に対し、外国人旅行者の来訪促進事業についての理解が深まるように働きかけ、できる限り、

広報宣伝・情報提供等の分野での協力を求める等、連携を強化する。また、国土交通省が諸外国の

政府と連携して実施する国際観光協議について協力するとともに、他国の政府観光局等との連携・協

調を図り、日本を含む複数国を訪れる旅行需要の喚起に努める。さらに、国内の関連団体との連携・

協調を図る。 

【年度計画】 

在外公館、日本貿易振興機構、国際交流基金等他の公的機関の海外事務所、民間企業の海外事

業所等に対し、外国人旅行者の来訪促進事業についての理解が深まるように働きかけ、できる限り、

広報宣伝・情報提供等の分野で協力を求める等、連携の強化に努める。 

また、国土交通省が諸外国の政府と連携して実施する国際観光協議について協力するとともに、他

国の政府観光局等との連携・協調を図り、日本を含む複数国を訪れる旅行需要の喚起に努める。さら

に、国内の関連団体との連携・協調を図る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方                        

官民あげた訪日外客誘致事業を実施するため、国内外の関係省庁、公的機関、民間企業、外国政

府、観光関係機関等との連携をこれまで以上に強化する。 

 

② 当該年度における取り組み  

在外公館、日本貿易振興機構(JETRO) 、国際交流基金等他の公的機関の海外事務所、民間企業の

海外事業所等との連携強化に努めた。また、今年度は、省庁間の連携を図るための協議会が複数設立

されたことを受け、これらの協議会に出席し情報交換に努めた他、初の試みとしてJETRO、国際交流基

金との間で本部同士の連絡会を設け、連携強化を図った。 
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【在外公館、公的団体、民間企業等との主な協力・連携の例】       

 

在
外
公
館 

① 「第２回ジャパンデー」での訪日観光 PR 

（２００８年６月１日 米国）  

ニューヨーク総領事館が中心となって現地日系企業、各種日本人コミュニティーの協力を得

て実施するイベントで宣伝印刷物を配布。  

② 総領事公邸でリテーラー（旅行商品販売会社）対象セミナーを開催 

（２００８年６月1９日 米国）  

VJC事業の一環として、在マイアミ日本国総領事公邸で、アメリカン航空、JTB USAと共同で

ヒスパニック富裕層の訪日旅行促進のためのリテーラー（旅行商品販売会社）対象セミナーを

開催。 

③ 「インドネシア・日本博覧会 2008」で訪日観光 PR デスクを設置 

（２００８年１１月９日 インドネシア）  

日本とインドネシアとの国交樹立 50 周年を記念して開催された博覧会の中のイベント「日本

の祭り」（主催在ジャカルタ祭りの会、共催日本大使館、国際交流基金）において、JNTO は在

ジャカルタの複数の県人会と合同で訪日観光 PR デスクを設置し、訪日旅行を PR した。来場者

数は約７万に達した。                                                                          

日
本
貿
易
振
興
機
構 

① 日本貿易振興機構（JETRO）との連絡会の開催 

JETRO とは従来から海外事務所が個別に連携を行っていたが、より一層の連携強化を目的

として、本部レベルによる連絡会を２００８年８月に開催した。 

② ハノーバーメッセ（産業見本市）における連携 

（２００８年４月２１日～２５日 ドイツ） 

 JETROが出展した標記見本市において、VJCの訪日観光紹介ビデオの上映及びJNTO、

VJC作成の訪日旅行に関するパンフレットを配布し、訪日旅行のPRを行った。 

③ Japanese Food & Sake Festivalへの共同出展 

（２００９年３月５日 米国） 

 Japanese Food Culture Associationが主催するカリフォルニア州アナハイムでの日本食普及

イベントにおいて、総領事館、JETRO、国際交流基金と共同ブースを出展し、訪日観光PRを行

った。 
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国
際
交
流
基
金 

① 国際交流基金との連絡会の開催 

国際交流基金とは従来から海外事務所が個別に連携を行っていたが、より一層の連携強化

を目的として、本部レベルによる連絡会を２００８年４月に開催した。 

② テグ旅行見本市出展時の国際交流基金からの協力 

（２００８年４月３日～６日 韓国） 

韓国第３の都市テグの旅行見本市に VJC ブースを出展。その際、国際交流基金から日本文

化、日本食等の資料提供を受け、訪日旅行の多様な魅力を PR することが出来た。 

③ 国際基金主催浮世絵展への協力 

（２００８年６月２日～７月４日 韓国） 

国際交流基金がソウルにおいて浮世絵の展示会を開催した際に、JNTOは観光促進の観点

から、東海地方のガイドブック、ポスター、イベント用の景品を同基金に提供した。 

関

係

省

庁

等 

① 「日本ブランドの確立と発信に関する関係省庁連絡会議」への参加         

内閣官房知的財産戦略推進事務局が主催する連絡会議及び連絡会議幹事会へオブザー

バーとして参加した。 

② 「観光立国の実現に向けた我が国の文化芸術の海外発信-文化、外交、観光の連携-」へ 

の参加                                              

国交省・外務省・文化庁が緊密な連携・協力を図るために開催した会合にオブザーバーとし

て参加した。 

③ 「我が国の在外拠点間の連携強化のための本部間会合」への参加        

外務省が開催した標記会合へ出席した。 

④ 沖縄県連絡協議会の開催（２００８年６月１７日、１１月１７日開催） 

 沖縄振興法に基づき沖縄県における国際観光振興に関して定期的な協議会を開き、観光戦

略の策定を支援した。 

他

国

政

府

観

光

局 

① フランス政府観光局と共同で日仏観光交流年事業を実施        

（２００８年５月） 

日仏観光交流年事業として、フランス政府観光局と共通のビジュアルを活用した交通広告を

はじめとした共同プロモーション事業を実施した。ビジュアルには日仏の「海に浮かぶ世界遺

産」である厳島神社とモン・サン・ミシェルを使用した。 

② モントリオール国際旅行博覧会においてアジア諸国NTOとアジアコーナーを形成 

（２００８年１０月２４日～２６日） 

ケベック州最大の都市モントリオールで開催された国際旅行博覧会（Salon International 

Tourism Voyage ２００８）において、中国、韓国等の政府観光局（NTO）に呼びかけ、隣接して

出展することでアジアコーナーを形成した。 

民

間

企

業 

① 旅行会社等と共同でコンベンション専門見本市IMEX２００８に出展 

（２００８年４月２２日～２４日 ドイツ） 

フランクフルトで開催された欧州最大のコンベンション専門見本市IMEX２００８にコンベンショ

ン推進機関、航空会社、旅行会社、ホテル、国際会議場等計14機関と共同出展を実施した。バ

イヤーとの２５０件の商談、約１００名のブース来訪者からの問い合わせに対応し、日本でのコ
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ンベンション開催を働きかけた。 

② 中国銀聯と共同でメディア支援事業を実施  

（２００８年７月６日～１１日 中国） 

中国の銀行間ネットワーク決済システムの運営会社である中国銀聯と中国の有力旅行雑誌

の記者を大阪・京都・奈良・神戸の４地域に招請するメディア支援事業を実施した。 

③ 航空会社、旅行会社等と共同で旅行業界紙に差込冊子を作成      

(２００８年１０月１３日 米国) 

 VJCの一環として、米国西海岸の有力業界雑誌Travel Age West（発行部数：２．６万部、隔

週）と共同で、１０月１３日号に日本の冬の魅力を紹介する差込冊子を作成した。航空会社や

旅行会社等７社からも本事業への参加を得た結果、ページ数は当初予定の８ページから１２ペ

ージに増加した。 

 

【国交省が実施する国際観光協議への協力】 

タイ 日タイ観光小委員会を平成２１年２月２７日、バンコクにて開催し、該当

委員会にバンコク事務所長が出席して意見交換を行った。 

 

【国内関係団体との主な協力・連携の例】                               

（財）日本ホテル 

教育センター 

（２００８年９月２日） 

 

日本ホテル教育センター主催の「女将・イン・コリア」に対しVJCとして後

援を行うと共に、JNTOソウル事務所がVIPのスケジュールの調整、一般

招待客の集客、広報等に全面的な協力を行った。その結果、現地参加

者は１１０名に達した。イベントでは日本各地の旅館の女将14人が着物

姿で旅館の魅力を韓国のメディア並びに旅行関係者にアピールした。 

（財）地域伝統芸能活用セ

ンター 

（２００８年１１月６日） 

 

（財）地域伝統芸能活用センター主催の「岩手・東北観光セミナー」の開

催に協力した。JNTOシンガポール事務所は、近年のシンガポール市場

における訪日旅行の動向および東北地方全体の観光魅力についてのプ

レゼンテーションを行った。セミナーへは旅行会社、メディア関係者等の

約６０名が参加した。 

 

【観光関連団体・自治体等を対象とした講演の例】   

立教大学観光学部 

（２００８年５月２８日） 

「観光学部観光政策講義」と題して、コンベンション誘致部長がインバウ

ンドに関する講演を行った。 

全国市長会 

（２００８年７月８日） 

第１２回年と観光に関する研究会において「ＶＪＣの進捗状況について」

と題して理事長が講演を行った 

東京商工会議所 

（２００８年９月３日） 

観光委員会講演会において「観光庁設置後のインバウンド施策等」と題

して理事が講演を行った。 

【参考資料３ 職員講演実績】 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 地方との連携強化を図るため、地方運輸局や地方自治体への訪問活動を組織的に行った。 

【参考資料４ 地方運輸局・地方自治体等訪問実績及び地方連携の例】 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（５）随意契約の見直し 

 

【中期目標】 

 国における見直しの取組等を踏まえ、「随意契約見直し計画」等に基づき、不断の見直しを行い、一

般競争入札の導入・範囲拡大や契約の見直し等を通じた業務運営の一層の効率化を図るとともに、そ

の取組状況を公表する。また、契約が一般競争入札等による場合であっても、特に企画競争、公募を

行う場合には、競争性、透明性が確保される方法により実施する。さらに、監事による監査において、

入札・契約の適正な実施についてチェックを受けるものとする。 

【中期計画】 

国における見直しの取組等を踏まえ、「随意契約見直し計画」等に基づき、不断の見直しを行い、一

般競争入札の導入・範囲拡大や契約の見直し等を通じた業務運営の一層の効率化を図るとともに、そ

の取組状況を公表する。また、契約が一般競争入札等による場合であっても、特に企画競争、公募を

行う場合には、競争性、透明性が確保される方法により実施する。さらに、監事による監査において、

入札・契約の適正な実施についてチェックを受けるものとする。 

【年度計画】 

外部業者との契約については、１９年１２月に策定した「随意契約見直し計画」に基づき、原則として

一般競争入札等によることとするほか、契約に係る情報の公表を行う。 

また、監事による監査において、入札・契約の適正な実施について徹底的なチェックを行う。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

 国における随意契約の見直しの取り組み等を踏まえ、不断の見直しを行い、業務運営の効率化を図

る。 

 

② 当該年度における取り組み 

・ 随意契約については、１９年１２月に「随意契約見直し計画」を策定・公表し、その実施に取り

組んでおり、平成２０年７月には見直し計画のフォローアップをホームページで公表した。 

・ 平成２０年度においては、３３件、２８９百万円を競争契約等（企画競争及び公募を含む）によ

り契約を行った。 

・ 「随意契約見直し計画」を踏まえ、随意契約率の引き下げを行った。 

    平成２０年度 件数４３．１％（前年度４５．５％） 金額５２．６％（前年度７７．３％） 

・ 会計検査院からの指摘事項を踏まえ、以下の規程改正を行った。 

  *包括的随意契約条項の削除。 

  *複数事業年度にまたがる契約についての条項を追加。 

  *「一般競争契約（総合評価落札方式）に関する基本指針」の策定。 

・ 「随意契約に係る監査」として、定例の決算監査とあわせて監事による監査を実施した。 
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・ 企画競争、公募を行う場合の実質的な競争性の確保については、基本的な指針を作成し、

その中で２社以上の申し出があった場合の取り扱い方法等を定め、競争性を確保した。 

・ 競争性のない随意契約の内容は、会計規程第３４条第１項第１号「契約の性質又は目的が

競争を許さないとき」による本部事務所の借家料等が主であり、移行は困難である。 

・ １者応札・１者応募については、一般競争実績２３件に対し、１者応札は５件（２１．７％）と、１

者応札率は高くないが、１者応札・１者応募の改善方策について、ホームページで公表した。 

・ 契約手続きの執行体制は、1 件あたり１００万円以上の契約については、契約担当部（経理

グループ）で審査し、決裁を行っている。なお、５００万円以上の契約については、監事に回付

している。 

 

１９年度実績 ２０年度実績  

件数 金額(百万円) 平均落札率 件数 金額(百万円) 平均落札率 

一般競争入札等 36 113  33 289  

競争入札 28 71 74.5 24 234 79.8 

企画競争・公募 8 43 99.6 9 55 98.2 

随意契約 30 387 98.6 25 320 97.4 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（６）民間からの出向者等の活用 

 

【中期目標】 

ビジット・ジャパン・キャンペーン実施本部事務局の機能を確実に承継するとともに、海外事務所の

組織体制を整備するため、民間からの出向者、中途採用者及び現地採用職員の積極的な活用を図

る。 

【中期計画】 

海外宣伝業務担当部門を中心に、民間からの出向者や中途採用者の積極的な活用を図るととも

に、海外事務所においては、現地採用職員の積極的な活用を図る。また、地方自治体等からの有能

な人材の登用も行い、他機関との連携強化による効率的な業務運営を図る。 

【年度計画】 

海外宣伝業務担当部門を中心に、民間からの出向者や中途採用者の積極的な活用を図るととも

に、海外事務所においては、現地採用職員の積極的な活用を図る。また、地方自治体や観光関連事

業者からの有能な人材の登用も行い、他機関との連携強化による効率的な業務運営を図る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

事業パートナーである地方自治体や民間企業のニーズを的確にくみとり機構の事業に反映させると

ともに、民間の業務手法を機構の運営に取り入れることを目的として、地方自治体、観光関連事業者

等から人材の受入を行う。 

 

② 当該年度における取り組み   

・ 地方自治体・観光関連事業者等から経験豊富な人材の受入れを継続実施した。 

・ 観光関連事業者等に人材の派遣を呼びかけ、新たに９名を受入れた。 

・ トロント事務所の派遣職員１名に代え、現地採用職員をディレクターに抜擢した。       

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

（１）中途採用の実施                            

就業経験者を対象として、中途採用募集を行った。観光業界にとどまらず、幅広い業種経験の応募

者に対し試験、面接を実施し、約６７０名の応募者の中から３名を採用した。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（７）プロパー職員の育成等 

 

【中期目標】 

職員の意欲向上を図り、組織を活性化させるため、能力と実績に基づく人事評価を行い、これに応

じた処遇を行うとともに、能力の啓発に努める。特にプロパー職員については、観光宣伝業務に関す

るノウハウを着実に蓄積し、機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことができるよう、その育

成に努める。また、国からの出向者については、プロパー職員の育成状況等を踏まえ、段階的に受入

れを縮小するものとする。 

【中期計画】 

本部採用職員に対しては、海外事務所勤務を含め様々な業務を経験できるようキャリア形成に配慮

した人事異動を行い、ＯＪＴや内外の研修なども活用し、職員の意欲向上と能力開発を図る。また、現

地採用職員に対しては、その能力･意欲に合わせた処遇の改善を行い、業務への取組意欲の向上を

図るとともに、一層の活用を進める。  

職員個々の能力と実績に基づいた適切な人事考課を実施し、適材適所の人事配置を行う。現地採

用職員についても、事務所所在国の人事・労務に係る法令・慣行に配慮しつつ、可能な限り人事考課

を実施する。 

プロパー職員を中核とした体制を構築するため、語学を始めとする専門能力をもった職員の採用･

育成に努め、プロパー職員が国際観光振興機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことのでき

る体制を構築する。また、国からの出向者については、プロパーの育成状況等を踏まえ、段階的に受

入れを縮小するものとする。 

【年度計画】 

本部採用のプロパー職員に対しては、海外事務所勤務を含め様々な業務を経験できるようキャリア

形成に配慮した人事異動を行い、ＯＪＴや内外の研修等も活用し、職員の意欲向上と能力開発を図

る。   

また、現地採用職員に対しては、その能力･意欲に合わせた処遇の改善を行い、業務への取組意

欲の向上を図るとともに、一層の活用を進める。  

 職員個々の能力と実績に基づいた適切な人事考課を実施し、適材適所の人事配置を行う。現地

採用職員についても、事務所所在国の人事・労務に係る法令・慣行に配慮しつつ、可能な限り人事考

課を実施する。 

 プロパー職員を中核とした体制を構築するため、語学を始めとする専門能力をもった職員の採用･

育成に努め、プロパー職員が機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことのできる体制を構築

する。また、国からの出向者については、プロパー職員の育成状況等を踏まえ、段階的に受入れを縮

小するものとする。 
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① 年度計画における目標設定の考え方 

プロパー職員を中核とした体制を構築すべく、ＯＪＴや外部研修等も活用して職員研修の充実を図り、

職員の意欲向上と能力開発に努める。 

 

② 当該年度における取り組み 

（１）職員の意欲向上と能力開発        

新規職員に対するオリエンテーションから管理職等を対象とした職階別研修をはじめ、インバウンド

業務関連やコンプライアンス等の共通研修等、多彩な研修の実施及び奨学金制度の活用等により、

職員の主体的な能力開発の支援に努めた。 

 

＜２０年度研修実績＞         

研修内容 対象 時期 

新規メンバー・オリエンテーション 中途採用・出向職員等 ４月、１月 

マーケティング資料に関する説明会 若手職員等 ４月 

業務関連勉強会 全職員 ５月他３回 

コンベンション研修会 各部推薦者 ６月 

海外事務所帰国者報告会 全職員 ５月他４回 

情報公開・個人情報保護制度研修会 一部職員 ８月 

監査セミナー 一部職員 ９月 

知的財産権研修 一部職員 ９月 

感染症対策セミナー 一部職員 ９月 

個人情報保護制度説明会 一部職員 １０月 

予算編成支援システム研修 一部職員 １０月 

印刷費積算講習会 一部職員 １０月 

説明力向上研修 一部職員 １２月、１月 

英語プレゼンテーション研修 海外赴任候補者 １月 

運輸調査局研究報告会 一部職員 １月 

個人情報保護法研修会 全職員 ２月 

個人情報保護法制セミナー 一部職員 ３月 

総務省実施の統計関係及び 

情報システム関係の研修 
希望者及び各部推薦者 通年(４回) 

電話スキルｱｯﾌﾟ研修 一部職員 ３月 
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＜２０年度奨学金給付実績＞ 

外国語 

１０名 

１２件 

ドイツ語上級レベル１名延べ２件、フランス語初級レベル３名、フ

ランス語中級レベル２名延べ３件、中国語中級レベル１名、韓国

語中級レベル１名、英語上級レベル１名、英語中級レベル１名 

 

（２） 人事考課の実施     

全職員を対象に、業務実績、能力、業務に対する姿勢等を評価項目として人事評価を行い、その結

果を処遇に反映した。海外事務所の現地採用職員についても同様の人事評価を行い、成績が優秀な

者には特別手当を支給するなど処遇に反映させた。また、物価等の上昇が著しい国に所在する海外

事務所の現地採用職員については、物価等の上昇を踏まえた給与の調整を行った。 

 

（３） 海外事務所の現地採用職員に対する新しい人事制度の検討 

 海外事務所の現地採用職員に対する新しい人事制度の検討を行った。新制度では、海外事務所員

に求められる職務を４カテゴリーに設定し、現地採用職員の能力を適正に評価した上でいずれかのカ

テゴリーに配属し、職務に応じた処遇を整備することにより、現地採用職員の職務能力の最大限の活

用と意欲向上を図ることを目的としている。新制度は平成２１年度中の実施を目指し、詳細を調整中で

ある。 

 

（４）国からの出向者の縮小 

 トロント事務所の派遣職員（国からの出向者）１名に代え、現地採用職員をディレクターに抜擢した。 

 

（５）新卒採用の実施   

 プロパー職員の拡充のため、平成２１年度の新卒採用を実施し、約３００名の応募者の中から３名を

採用した。新卒採用は４年ぶりとなる。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

・ JNTO の女性管理職数は５名、比率は１９％。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（８）内部統制の充実 

 

【中期目標】 

 内部規程の整備、職員に対する周知等により、内部統制の充実を図る。 

【中期計画】 

 組織規程等について、必要に応じて適切に見直しを行うとともに、職員等に対する周知を徹底する。 

【年度計画】 

 組織規程等について、必要に応じて適切に見直しを行うとともに、職員等に対する周知を徹底する。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

 内部統制の充実を図るべく、組織規程等について、職員等に対する周知徹底に努める。 

 

② 当該年度における取り組み 

（１） 研修会等を通じた内部統制の拡充強化 

新規メンバーに対するオリエンテーションをはじめ、随時業務関連研修時に情報提供・教育に努

めるとともに、全職員を対象とした個人情報保護法の研修会の開催等を通じて内部統制の拡充強

化を図った。（20 年 4 月及び 21 年 1 月…新規メンバー・オリエンテーション、21 年 2 月…個人情報

保護法研修会） 

  （２）内部統制・コンプライアンス体制の整備状況 

   コンプライアンス体制の整備のため、以下のとおり規程を定めている。 

・ 組織運営においては、組織規程をはじめ、役員会の設置規程、部長会の設置要領、理事長

の職務代理等、専決事務処理内規を定め、責任ある体制を確立して業務の円滑な遂行を図

っている。 

・ 労務管理においては、労働基準法の規定に基づき就業規則を作成しているほか、倫理規程、

衛生管理規程、ハラスメント防止規程を定め、懲戒審査委員会、衛生委員会、労働環境紛争

パネルを設置し、業務に対する国民の信頼確保、役職員の健康の保持増進及び職務能率の

向上を図っている。 

・ 文書管理・情報公開においては、文書管理規程を定め、事務処理の適正化及び能率の向上

等を図っている。また、法人文書の開示、個人情報の管理規程を定め、情報公開に係る開示

手続の円滑な実施を図るとともに、保有個人情報の適切な管理を行っている。 

・ 危機管理においては、緊急事故・事態における速やかな業務回復を図るため、情報伝達手

順を定めるなど危機管理体制を確立している。  

（３）監事監査 

    定例の監査において、内部監査についても監査を受けた。平成 20 年度は、内部統制の状況に   

   ついて、「内部統制に必要なビジョン、ミッション、行動指針、就業規則等の各種規程等は整備さ   



 23 

   れている。また、保有する個人情報等の保護については、その漏洩のリスクを回避するため、毎  

   年、職員を対象にした個別の説明会を開催し、注意喚起等の周知徹底を図っている。また、本部 

   各部の部長及び各海外事務所長による点検チェックも行われている。総務部による海外事務所 

   への内部監査も行われ、内部統制の徹底に努めている。」との報告を受けている。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

・ 業務・マネジメントに対する国民からの意見・感想等について、ホームページ上での受付を準

備している。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（９）活動成果の明確化  

 

【中期目標】 

国民への説明責任の徹底及び各事業の必要性・効率性等の評価に資する観点から、業務実績や

セグメント情報等の公表の充実を図るとともに、機構の活動成果がより明確となるようなアウトカム指

標の設定に向けた取組を実施する。 

【中期計画】 

機構に対する国民の信頼を確保するという観点から、事業成果に関して業務実績報告書及び年次

報告書においてとりまとめるとともに、それらを機構のＷＥＢサイトで公開する。 

その際、外国人旅行者の増減要因を分析するとともに、国の政策目標である外国人旅行者の増加

への貢献を始めとする機構の活動成果がより明確となるよう、諸外国の政府観光局の事例研究、サー

ビスの満足度の測定等を実施し、アウトカム指標の設定に向けた取組を着実に推進する。 

 海外事務所に関しては、各事務所ごとに、その活動内容や事業の成果を報告する。その際は、事務

所ごとの活動内容を示す明確な指標を設定するとともに、経年変化も踏まえた具体的かつ定量的な報

告となるよう努める。 

【年度計画】 

機構に対する国民の信頼を確保するという観点から、事業成果に関して業務実績報告書及び年次

報告書においてとりまとめるとともに、それらを機構のＷＥＢサイトで公開する。 

その際、訪日外国人旅行者の増減要因を分析するとともに、国の政策目標である外国人旅行者の

増加への貢献を始めとする機構の活動成果がより明確となるよう、諸外国の政府観光局の事例研

究、サービスの満足度の測定等を実施し、アウトカム指標の設定に向けた取組を着実に推進する。 

海外事務所に関しては、各事務所ごとに、その活動内容や事業の成果を報告する。その際は、事務

所ごとの活動内容を示す明確な指標を設定するとともに、経年変化も踏まえた具体的かつ定量的な報

告となるよう努める。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

 機構の運営や業務実績に関する情報を、明確で分かり易い内容にするよう努め、インターネットを通

じて広く公表することにより、機構の業務に対する国民の認識・理解を高め、また、独立行政法人とし

ての国民に対する説明責任を果たす。 

 

② 当該年度における取り組み 

（１）ＷＥＢサイト上で事業成果の公開    

機構の事業成果を取りまとめた「業務実績報告書」及び「年次報告書」を機構ＷＥＢサイト上で公開

している（http://www.jnto.go.jp/jpn/about_us/profile/index.html）。 
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（２）事業成果の報告、アウトカム指標の設定に向けた取組 

・ 訪日外国人旅行者の増減要因について、月例の訪日外客数の発表に際し海外事務所、事業

担当部、調査研究グループが分析を行い、結果を報道資料として発表した。 

・ 機構が主催する「JNTO 個別相談会」（注１）「インバウンド旅行振興フォーラム」（注２）において

参加者に対しアンケート調査を行い、顧客満足度や改善点の把握を行った。（満足度について、

前者は回答者の平均点が５点満点のうち４．４点、後者は「大変役立った」「役立った」と回答し

た方が回答者全体の８８％であった。） 

 

注１ 「JNTO 個別相談会」 

   １０月開催。JNTO の会員サービスの一環として、賛助団体・会員を対象に、事前アポイント制によ

り JNTO 海外事務所長と面談。海外事務所長より、最新の訪日旅行市場に関する情報提供や、

事業実施に関するアドバイス等を行う。 

 

注２「インバウンド旅行振興フォーラム」 

   ２月開催。地方自治体、旅行関係業界等を対象として、最新マーケットの動向や訪日旅行促進の

ノウハウの事例紹介等をプレゼンテーション形式で実施するとともに、賛助団体・会員向けには前

述の個別商談会を実施。平成２０年度は、賛助団体・会員以外も有料で参加を受け付けた。 

【参考資料５ 月例訪日外客数統計発表報道資料の例】 

 

（３）海外事務所の活動内容等の報告 

海外事務所別のニュースレター発行、セミナー、旅行会社招請、メディア招請の実施状況について

は、次ページの表の通りである。 

また、訪日旅行商品の造成・販売支援事業については、本報告書の「２．国民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置」の「（１）海外宣伝業務」

の「②訪日外国人旅行者誘致のための事業」の「訪日旅行商品の造成・販売支援」に具体的な事例や

数値を記載している。 

この他、プレスリリースや JNTO の会員向けニュースレター「JNTO ニュースフラッシュ」を通じ、海外

事務所が実施する事業の報告に努めた。 
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海外事務所別のニュースレター発行、セミナー、旅行会社招請、メディア招請の実施状況 

人数 人数
ソウル 25 2 772 8 138 12 17 167
北京 24 7 538 1 76 4 15 95
上海 15 6 158 2 12 5 12 29
香港 28 4 122 7 49 13 20 82
バンコク 12 5 353 1 6 13 22 41
シンガポール 23 8 338 1 6 25 19 50
シドニー 8 3 218 1 12 12 13 37
ロンドン 10 1 115 3 19 0 15 34
パリ 11 6 687 1 10 1 18 29
フランクフルト 4 9 514 3 27 0 17 44
ニューヨーク 16 4 163 0 0 0 6 6
ロサンゼルス 6 0 0 6 49 0 14 63
トロント 4 0 0 0 0 4 13 17
本部 0 0 0 0 0 26 26
合計 186 55 3,978 34 404 89 227 720

件数 人数 件数 人数 件数 人数
ソウル 14 28 7 96 0 0 124
北京 1 1 0 0 0 0 1
上海 1 6 0 0 0 0 6
香港 11 25 1 4 0 0 29
バンコク 14 71 4 15 0 0 86
シンガポール 4 19 0 0 0 0 19
シドニー 11 14 0 0 2 14 28
ロンドン 24 45 0 0 0 0 45
パリ 10 17 1 7 3 7 31
フランクフルト 13 17 0 1 6 23
ニューヨーク 8 20 0 0 0 0 20
ロサンゼルス 13 17 1 12 0 0 29
トロント 4 4 0 0 1 4 8
本部 2 7 0 0 1 4 11
合計 130 291 14 134 8 35 460

メディア招請

ﾆｭｰｽﾚﾀｰ
類の発行

件数

セミナー

件数 人数

件数 人数

JNTO本部事業
（メディア広報予算）

JNTO本部事業
（海外ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ予

算）
VJC事業 メディア

招請人数

旅行会社招請

YOKOSO!
JAPANﾄﾗ
ﾍﾞﾙﾏｰﾄ秋

(10月)

旅行会社
招請人数

単独催行 YOKOSO!
JAPANﾄﾗ
ﾍﾞﾙﾏｰﾄ春

(6月)

 

※YOKOSO! JAPAN トラベルマート（商談会）を平成 20 年度は春（アジア・豪州の旅行会社対象）・秋

（全世界の旅行会社対象）の２回開催し、参加者には VJC/JNTO でファムトリップを提供した。 
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（４）情報性のアクセスの容易化 

 機構の年度計画、業務実績、業績評価、財務に関する情報等はウェブサイトに関連項目を設けて公

開した。業務に関わる特記すべき取り組みは業務実績報告書に記載し、ウェブサイトで公開することと

している。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

（１）国内広報業務に対する重点的取り組み 

 機構の業務に対する国民の認識・理解を高めるため、国内広報に重点的に取り組んだ。具体的には、

報道資料の発表（国交省記者クラブへの投げ込み、JNTO が保有する国内メディアのメーリングリスト

への E メール送信、ウェブサイトでの公開）に加え、有効な広報案件を洗い出し効果的な広報の手法を

検討するための月例の広報戦略会議の開催、記者会見の開催（４月、９月、１月）を行った。また、役職

員による外部での講演にも積極的に取り組んだ。        

【参考資料６ 報道発表案件一覧】 

【参考資料７ 職員寄稿記事及びプレスリリース掲載記事】 

 

（２）外部評価委員会の開催 

 外部有識者による事業評価の一環として、各業界団体トップの有識者を委員とする「JNTO 特別顧問

会議」を９月に開催した。また、訪日外国人有識者、主要プレスの論説委員などからなる「JNTO アドバ

イザリー・コミッティ」を１２月に開催した。両委員会においては、JNTO の事業概要や組織運営に対す

る報告を行い、各委員より今後の JNTO の活動について貴重な提案、助言を得た。      

【参考資料８ 特別顧問会議、アドバイザリー・コミッティのメンバー】 
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２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（１）海外宣伝業務 

＞① 海外マーケット情報の収集・調査・分析・提供 ＜ 

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調

査・分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行

い、事業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、各市場ごとに、海外の市場動向等の情報

に基づく効率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社へのプロ

モーション活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

世界の主要な市場国・地域における一般消費者の旅行動向、ニーズ等のマーケティング情報を収

集・分析し、最新の各市場での情報や分析結果を出版物、セミナー等により、事業パートナー等へ提

供する。                                   

数値目標 

 事業パートナーに対する調査において、機構からの情報提供が「役に立つ」という回答が平均して７

割を上回ることを目指す。 

【年度計画】 

世界の主要な市場国・地域における一般消費者の旅行動向、ニーズ等のマーケティング情報を収

集・分析し、最新の各市場での情報や分析結果を出版物、セミナー等により、事業パートナー等へ提

供する。   

数値目標 

事業パートナーに対する調査において、機構からの情報提供が「役に立つ」という回答が平均して７

割を上回ることを目指す。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

事業パートナーへの情報提供サービスについて、サービスの質の観点から事業パートナーの満足

度を測り、満足度向上の指針とすることにした。 

 

② 実績値と取り組み状況 

 

数値目標の達成状況 

 

【機構からの情報提供に対する評価】 

・ １０月１６日に東京で開催した個別相談会においてアンケート調査を実施し、参加者に個別相談会
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の満足度を５点満点で評価してもらったところ、回答者の評価平均点は４．４点（１００点満点に換

算すると８８点）であった。 

・ ２月６日に東京で開催したインバウンド旅行振興フォーラムにおける同フォーラム満足度アンケー

ト調査結果では、JNTO 事業パートナーである回答者の１００％が「役立った」と回答。 

 

大変役立った ２５％ 

役立った ６３％ 

まあまあ役立った １２％ 

あまり役立たなかった ０％ 

全く役立たなかった ０％ 

 

・ JNTO インバウンド旅行振興フォーラムの開催会場において実施したアンケートでは、日頃 JNTO

が事業パートナーに対して提供している各種サービスの利用状況もきいたところ、「よく利用してい

る」、「利用している」、「これまで利用していないが、機会があれば利用したい」が回答者の８４％を

占めた。また、事業パートナーにとって最も利用頻度・満足度が高いサービスは何かきいたところ、

以下の５サービスの評価が最も高かった。 

・ 週刊メールマガジン「ニュースフラッシュ」の配信 

・ JNTO 発行の調査統計資料の提供 

・ JNTO 海外事務所発行のニュースレター等による会員情報の海外 PR 

・ 外国語宣伝資料の海外事務所への定期海上発送利用 

・ 海外出張時のセールスアポイントメントのバックアップ 

 

【市場情報提供の実施状況】 

資料・事業名 時期 内容 

日本の国際観光統計２００７ 平成２０年７月 出版物 

毎月の訪日外国人･出国日本人に関する統計

は、報道発表資料として公表 

JNTO 国際観光白書２００８ 平成２０年９月 出版物 

JNTO 個別相談会 平成２０年１０月１７日 イベント・セミナー 

JNTO 賛助団体・会員を対象に参加者と海外

事務所長等が事前予約制で個別に面談する

個別相談会を東京にて開催 

２３３名参加 

JNTO インバウンド旅行振

興フォーラム 

平成２１年２月６日 イベント・セミナー 

参加者と海外事務所長等が事前予約制で個

別に面談する個別相談会と、セミナー形式の



 30 

市場説明会を東京にて実施 

４４９名参加 

JNTO 訪日外客訪問地調査

２００７/２００８ 

平成２１年３月 出版物：平成１９年度調査結果及び２０年（暦

年）調査結果の合体版 

平成１９年度調査結果に関しては平成２０年２

月のインバウンド旅行振興フォーラム、平成２

０年（暦年）調査結果に関しては平成２１年２月

のインバウンド･フォーラムで速報結果を発表 

JNTO 訪日外客消費動向調

査２００７ 

平成２１年３月 出版物 

速報結果に関しては、平成２０年９月に公表 

JNTO ニュースフラッシュ 通年 週刊メールマガジン 

原則毎週金曜日に発行。計４９回発信 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

・ 「日本の国際観光統計」には、利用者が統計を活用しやすいように、統計表を収録した CD を

添付した。 

・ 従来年度調査として行われていた「訪日外客訪問地調査」を暦年調査に変更し、２００８年の

調査結果を年度内に報告書として取りまとめた。（出版は４月）  

 

【参考資料９ 訪問地調査の概要】 

【参考資料１０ 「JNTO 国際観光白書２００８」の発行】 

【参考資料１１ 第６回インバウンド旅行振興フォーラム開催報告】 
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２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（１）海外宣伝業務 

＞② 訪日外国人旅行者誘致のための事業＜ 

 

ア 事業計画の策定 

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調

査・分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行

い、事業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、各市場ごとに、海外の市場動向等の情報

に基づく効率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社へのプロ

モーション活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

 我が国の観光魅力を海外に発信し、訪日旅行の需要を喚起するとともに、訪日旅行商品の開発・販

売を支援する事業を効果的・効率的に実施するため、海外事務所が入手する情報や、本部が実施す

る調査結果等を活用し、各市場の具体的なプロモーションの事業計画を策定する。 

 事業実施に当たっては、機構が、民間事業者、地方自治体等との間のコーディネート機能を主導的

に発揮し、事業の効果的実施を図る。 

【年度計画】 

 我が国の観光魅力を海外に発信し、訪日旅行の需要を喚起するとともに、訪日旅行商品の開発・販

売を支援する事業を効果的・効率的に実施するため、別添１の各市場別の事業計画に基づき、事業を

推進し、または国に対して協力を行う。  

 事業実施に当たっては、今年度、ビジット・ジャパン・キャンペーン実施本部事務局から機構に承継さ

れたビジット・ジャパン・キャンペーン事業における役割を生かし、国の行うビジット・ジャパン・キャンペ

ーン事業並びに機構の行う事業が、最大限効果を挙げるべく、民間事業者、地方自治体等とも連携し

て取り組む。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

各海外市場別にターゲットとなる訪日層の年齢、性別、地域別のプロモーション計画を立て、ＶＪＣや

JNTO 事業を組み合わせて効果的な事業実施を目指す。その際には地方運輸局や自治体、民間など

の事業パートナーとの協力連携に努める。 

 

② 当該年度における取り組み 

（１）地方連携への取り組み 
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VJC 実施本部事務局の機能承継を受けて、全国１０の地方運輸局(沖縄は沖縄総合事務局)主催に

よる「VJC 地方連携事業・企画説明会」へ JNTO 職員が出席した(１０月２７日～１１月１７日)。JNTO 職

員は VJC 本部事業の方向性・市場概況等の説明、参加者との質疑応答を行い、JNTO と地方自治体

それぞれの実施事業の効率的な連携を図った。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

（１）日仏観光交流年の実施 

日仏修好友好条約締結１５０周年を記念し、平成２０（２００８）年は日仏観光交流年に設定された。

フランス政府観光局と協力し日仏双方向の観光交流を促進すべく、記念サイトの開設、交通機関を使

った広告、観光セミナー等両国で共同キャンペーンを展開し、観光目的地としての日本の魅力を発信し

た。 

【参考資料１２ 日仏共同キャンペーン報道資料】 

 

（２）台湾・香港における「日本をもっと楽しもう！キャンペーン」 

平成２１年３月１日～３１日、訪日外国人観光客の減少への緊急的な対応として、事業の即効性が

期待される香港・台湾向けに個人旅行の増加を目的にしたウェブサイトによるプロモーションを実施し

た。内容としては旅行者向けの各種特典や東京・大阪のモデルルートとともに、多様な観光情報をキ

ャンペーンサイトより提供した。また、航空会社（ＪＡＬ・ＡＮＡ）、日本ホテル協会、ＪＲ東日本・スルッとＫ

ＡＮＳＡＩのほか民間事業者と連携を図り、当該サイトへの誘導を図るため、航空券と宿泊、レールパス

をセットにした訪日旅行を賞品としたプレゼントキャンペーンも実施した。キャンペーン期間中のサイト

アクセス数は香港 ８２，０２９件、台湾１１６，４６６件であった。 

 

（３）職員の地方自治体観光顧問への就任 

本年度に機構を定年退職し、再雇用制度でシニア・スペシャリストとして再雇用された職員が静岡県

産業部観光顧問に就任した。同職員は機構での外国人観光案内所、香港事務所等の勤務経験を活

かし、外国人旅行者の誘致・受入れについて、同県にアドバイスを行い、地方自治体による VJC 事業

をはじめとする外国人旅行者誘致事業の円滑な実施に貢献した。 
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２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（１）海外宣伝業務 

＞②訪日外国人旅行者誘致のための事業＜ 

 

イ 広告宣伝・メディア広報事業  

 

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調

査・分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行

い、事業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、各市場ごとに、海外の市場動向等の情報

に基づく効率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社へのプロ

モーション活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

 各市場のターゲット･セグメントに対する広告宣伝事業では、様々なメディア媒体（ＷＥＢサイト、テレ

ビ、新聞・雑誌、等）を効果的に組み合わせることで相乗効果をあげるよう努力する。 

 特に、ＷＥＢサイトを最も重要なマーケティング手段として位置づけ、ＷＥＢサイトの効率的・効果的な

活用を図るとともに、一般消費者、旅行会社、メディア等からの問合せに対してもＷＥＢサイトを最大限

活用し、良質の情報を効率的に提供する。 

 また、訪日旅行者及び海外送客事業者を対象とする情報コンテンツや機能の拡充（訪日旅行者に関

心の高い「食」や「ショッピング」等に関する実用情報、ユーザー参加型機能、言語追加、動画ライブラ

リ整備等）を行う。 

 メディア広報事業については、海外の有力なメデイア（在日外国人メディアを含む。）に対し、ＷＥＢサ

イトやニュースレターによる日本観光情報の提供などを通して訪日取材を働きかける。 

 訪日取材に際しては、国内マーケットのニーズやツアー造成事業に連動した適切な取材対象の選

定、国内旅行関連業界との協力による取材先のアレンジ、取材経費の一部負担の支援等を行うことに

より、より訪日促進効果の高い記事掲載を促すとともに、ＷＥＢサイトへの誘引を働きかける。 

数値目標 

 中期計画期間中に、機構のＷＥＢサイトのアクセス数を１億ページビューにする。 

【年度計画】 

ターゲット･セグメントに対する広告宣伝事業を訪日需要喚起を目的とするプロモーション事業の最

重要分野と位置付け、様々なメディア媒体（ＷＥＢサイト、テレビ、新聞・雑誌等）を効果的に組み合わ

せることで相乗効果をあげるよう努力する。 

特に、ＷＥＢサイトを最も重要なマーケティング手段として位置づけ、ＷＥＢサイトの効率的・効果的

な活用を図る。 
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良質の情報を効率的に提供するため、訪日旅行者及び海外の旅行業者を対象として、ショッピング

等の情報コンテンツの拡充を行う。 

海外の有力なメデイアに対し、ＷＥＢサイトや海外事務所が発行するニュースレターによる日本観光

情報の提供等を通して訪日取材を働きかける。 

訪日取材に対しては、国内マーケットのニーズやツアー造成事業に連動した適切な取材対象の選

定、国内旅行関連業界との協力による取材先のアレンジ、取材経費の一部負担の支援等を行うことに

より、より訪日促進効果の高い記事掲載を促す。 

数値目標 

機構のＷＥＢサイトのアクセス数を６,０００万ページビューにする。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

JNTO ウェブサイトへのアクセス数が対前年度比一定の割合で増加し、中期計画期間最終年（平成

２４年度）に１億ページビュー（以降 pv）に達すると想定した場合、１年分の伸び率は概ね１２．０％程度

となる。平成１９年度のアクセス数にこの伸び率を適用した６，３５０万 pv を、平成２０年度の数値目標

として設定した。 

（注）上記伸び率は、目標値設定時点の平成２０年２月末時点のアクセス数見込み値（約５，６７０万 pv）を元に算

定しているため、平成１９年度の実績値（５，７３３万 pv）から求めた実際の平均伸び率（約１１．７%）とは異なる。 

 

② 実績値と取り組み状況     

                        

数値目標の達成状況 

 

【ウェブサイトアクセス数(ページビュー数)】 

平成２０年度の JNTO ウェブサイトのアクセス数は平成１９年度実績（約５，７３３万 pv）から約１８％

増の約６，７６５万 pv となり、平成２０年度計画の数値目標である６，０００万 pv を大幅に上回った。 

 

◎ 数値目標の達成状況：ウェブサイトアクセス数（ページビュー数： ｐｖ数）    

中期計画目標値 

（ｐｖ） 

19年度実績 

（ｐｖ） 

20年度目標値 

（ｐｖ） 

20年度実績 

（ｐｖ） 

19年度に対する 

増加率 

1億 ５，７３３万 ６，３５０万 ６，７６５万 １８%増 

 

【参考資料１３ ウェブサイトの言語別アクセス数推移】 
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取り組み状況 

 

（１）ウェブサイト情報コンテンツの拡充 

平成２０年７月に開催された北海道洞爺湖サミットに併せ、北海道の観光魅力を紹介する特集コン

テンツ「Eco Assets in Hokkaido」を制作した。また、訪日旅行者に人気の富士山をテーマに、登山、周

辺おすすめスポット、交通アクセスなど、問い合わせが多い情報項目を中心としたコンテンツを整備し

た。 

 

（２）YouTube との連携 

世 界 最 大 の 動 画 投 稿 サ イ ト 「 YouTube 」 に 、 公 式 チ ャ ン ネ ル 「 Visit Japan Channel 」

(http://jp.youtube.com/visitjapan) を開設し、VJC 実施本部事務局や地方公共団体等が製作した観

光動画コンテンツ（外国語による字幕または音声による解説付）の情報発信を行った。 ２００９年３月

末時点で１７８本の動画が同チャンネルで視聴可能であり、開設から平成２１年３月末までの再生回数

は３８３，５８２回であった。 

【参考資料１４ 「Visit Japan Channel」 トップページ】 

 

（３）情報提供言語の拡充 

今後の有望訪日旅行市場と考えられるポルトガル語、ロシア語圏向けに、日本観光情報の提供を

開始した。この結果、観光情報の提供言語は９言語（英語、韓国語、中国語繁体字、中国語簡体字、

仏語、独語、泰語、葡語、露語）となった。 

                     【参考資料１５ 新たに開設したローカルサイトのトップページ】 

 

（４）フォトライブラリーの充実 

地方自治体、観光関連企業等からの協力を得て、フォトライブラリー登載画像の充実に努めた結果、

画像数は昨年度から約２，４００枚増加し、約５，０００枚となった(平成２１年３月末時点)。その結果、画

像のダウンロード数は昨年度に比較して、壁紙用で約４．２倍、印刷用で約２．５倍となり、利用が大幅

に増加した。フォトライブラリーでは海外の旅行会社、マスコミ、一般外国人が時間と場所を問わず、日

本各地の観光地の画像をダウンロード出来る。 

 

利用形態 平成 19 年度 平成 20 年度 

壁紙ダウンロード数 １２１，８１３件 ５１６，２１３件 

印刷用ダウンロード数 ３６，２４３件 ８９，９６５件 

【参考資料１６ 平成２０年度のフォトライブラリーの利用状況】 
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（５）メディア向け広報活動 

旅行目的地としての「日本」の認知度を向上させ、訪日旅行意欲を醸成するため、次の事業を実

施した。 

 

事業の内容 実施件数 記事掲載・番組放映件数※ 

海外有力メディア関係者の招請・ 

取材協力 
１４４件 ３９６件 

海外事務所のニュースレター発行、

情報提供、各種アレンジ等による訪

日旅行情報の提供 

１８６件 

※ニュースレター 

発行件数のみ 

１，４０２件 

ＶＪＣ事業での招請・取材協力 ８件 ３０１件 

※記事掲載・番組放映件数は平成２０年度中に掲載・放映を確認した件数である。 

 

各海外事務所におけるニュースレター発行等の情報提供活動、並びに有力メディアに対する訪日

取材の働きかけ等の的確なセールス活動が奏功した結果、全体で２，０９９件ものメディアへの露出

が実現した。 

【参考資料１７ メディア広報事業実績の内訳】 

【参考資料１８ 海外事務所発行のニュースレターの例（トロント事務所発行）】 

 

 メディア広報活動の事例としては、 

 

・ ミシュラン社が平成２１年３月１６日に発行した「ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン(MICHELIN 

Le Guide Vert Japon)」では JNTO がパリ観光宣伝事務所を通じて発行を働きかけて実現し、日

本の各地方の観光魅力発掘に繋げることができた。 

【参考資料１９ ミシュラン・グリーン・ガイド・ジャポン発行】 

 

・ 韓国ではＭＢＣドラマ「夜がくるたび」の日本撮影支援（ロケ地：金沢市）を行い、視聴率として

は 平均８．７％（ロケ地金沢放映日１１．６％）、視聴者数概算では４１７万６，０００人（韓国人

口４，８００万人換算）に達した。 

・ 香港では テレビ番組の活用による冬の訪日旅行魅力（スノーアクティビティ中心）PR 促進事業

を実施し、視聴者数は１回あたり約２１万人で計８回の放送を行った。 

・ タイでは 「中国・九州・沖縄向けツアーの開発・販売支援」をテーマとして、媒体名 Are-V-Go 

（発行部数５万５，０００部）を使い訪日旅行多様化促進事業を実施した。 

・ 豪州ではスキー・旅行雑誌「Getup&Go」（発行部数３万５，０００部）、「Snow Action」（発行部数

２万５，０００部発行）で広告掲載事業を実施し、訪日スキー旅行の促進を行った。 
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・ 米国西海岸では有力ダイビング旅行雑誌のウェブサイト「Scuba Diving Magazine」(月平均 ９４，

４６４ビジター)、「Sports Diving Magazine」(月平均１００,０００ビジター)を利用して米国発ダイビ

ング旅行促進事業を実施した。   

・ 中国の上海ではツアーの訪問地域が東日本偏重となる現状を是正するため、京阪神滞在型

や関西・西日本周遊型のツアー開発・販売を年間通じて支援した。「Oggi」(発行部数４６万８，０

００部)など従来とは異なるメディアも活用し、ショッピング情報も交えて地域の魅力を訴求した。

大阪滞在型ツアーから成果が出始め、瀬戸内エリアまでカバーするツアーなどにも進展・波及

した。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

（社）日本産業広告協会が主催する２００８年度「日本BｔｏB広告賞」ウェブサイト部門において、機構

ウェブサイト英語版、中国語（繁体字、簡体字）版が銀賞を受賞した。 
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２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（１）海外宣伝業務 

＞②訪日外国人旅行者誘致のための事業＜ 

 

ウ 訪日旅行商品の造成・販売支援 

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調

査・分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行

い、事業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、各市場ごとに、海外の市場動向等の情報

に基づく効率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社へのプロ

モーション活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

海外の旅行会社の訪日旅行商品造成を支援するため、情報提供・コンサルティング、旅行博覧会や

展示会等への出展、有力旅行会社の日本への招請、日本における商談会の開催等の支援を行う。ま

た、民間競争入札の導入等により、可能な限り民間委託を推進するとともに、一般消費者向けに日本

の観光宣伝をあわせて行う際には、地方自治体、民間事業者等と連携することで、効率的・効果的な

事業展開を図るべく努力する。 

また、機構が主催する研修・セミナーの実施、現地旅行会社との共同広告、有力な訪日旅行販売担

当となる可能性のあるＪＴＳ（Japan Travel Specialist）育成事業等により現地旅行会社の訪日旅行商

品販売活動を支援する。 

数値目標 

中期目標期間中に、機構が造成・販売支援を行った旅行商品により訪日した外国人旅行者の数を

６０万人とする。 

【年度計画】 

海外の旅行業者の訪日旅行商品造成を支援するため、海外で開催される業界向け大規模旅行見

本市へ地方自治体・民間事業者と連携して出展し、訪日観光セミナー等を実施する。また、平成２１年

度から実施を予定している民間競争入札の導入に向けた準備を行う。 

海外の旅行業者（ホールセラー）、日本の旅行業者（ランドオペレーター）と連携して、訪日旅行を販

売している海外の旅行業者（リテーラー）向け各種販売促進セミナーを実施する。 

また、機構が主催する研修・セミナーの実施、現地旅行会社との共同広告、有力な訪日旅行販売担

当となる可能性のあるＪＴＳ（Japan Travel Specialist）育成事業等により現地旅行会社の訪日旅行商

品販売活動を支援する。 

数値目標 

 機構が造成・販売支援を行った旅行商品により訪日した外国人旅行者の数を４８．５万人とする。 
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① 年度計画における目標値設定の考え方 

JNTO の直接支援（財政的支援）及び間接支援（コンサル等、財政支援を伴わない支援）の結果、旅

行会社が日本に送客する外国人旅行者数を数値目標とした。直接支援については前年度比９．１％増、

間接支援については前年度並みを目標とした。 

 

② 実績値と取り組み状況 

 

数値目標の達成状況 

 

【機構支援の旅行商品により訪日した外国人旅行者の数】 

 

 

  

 

平成２０年下期から世界的金融危機に伴う景気低迷が訪日旅行需要にも影響を及ぼしたため、実

績は年度数値目標をやや下回った。 

 

（１）訪日ツアー開発・造成支援事業の実施 

JNTO は訪日旅行者の増加を目指して VJC 重点国において旅行業者の訪日旅行商品造成や販売

活動を支援した。主な実績は次の通り。 

 

＜中国の旅行博に出展＞ 

１１月２０日～２３日に上海で開催された「中国国際旅游交易会-CITM２００８」にJNTOは観光庁と共

同で日本パビリオンを運営した。従来の観光関連業界だけでなく百貨店・家電量販店など流通業界か

らも多数の出展があり、出展団体数・延べ面積共に過去最大規模に達し、訪日旅行・訪日ショッピング

の魅力を大々的にPRすることができた。 

 

＜E ラーニング事業(旅行会社対象研修プログラム)の実施＞ 

中国 

旅行会社の販売・企画担当者を対象に、中国全土をカバーできる「訪日旅行スペシャリスト育成  

Eラーニング」を開講し、レベル1・レベル2合わせて７５３名が受講し、うち４６９人が「訪日旅行スペシャ

リスト」としての認定を受けた。また、成績優秀者については、実際に日本を体験する招請研修を行う

ことで、更なるツアー企画能力や販売スキルの向上を図った。 

 

 

２０年度 

４７８，２８１ 
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米国／ニューヨーク 

意欲的な旅行会社（リテーラー）の日本の知識向上と販売意欲向上を目的に、平成２０年１１月から

翌年３月にかけてEラーニングを提供した。他の事業等でも同プログラムの告知を実施し、結果、修了

者は２，１５８名で平成１９年９月よりも３３０名増加した。 

 

ドイツ 

ドイツでのEラーニングにおいては、平成１８年より実施の第１コース（初級）、平成１９年より実施の

第２コース（中級）・第３コース（上級）に加え、平成２０年より世界遺産に特化した第４コースを加えて実

施したところ、３８３名が終了試験を通過し、「ジャパン・ツアースペシャリスト」として認定された。 

 

イギリス 

英国では旅行会社社員が訪日商品販売にかかる知識を身につけ、訪日旅行商品/訪日旅行者の

販売増を狙うため、Eラーニングを行い、登録者は６０２名で内、２５５名が終了した。 

上記の他、カナダで実施した E ラーニング事業については、報道資料で広報を行った。 

【参考資料２０ カナダでの Japan Travel Specialist(JTS)事業】 

 

＜訪日スキー促進事業の実施＞ 

訪日スキー促進事業（韓国・香港・シンガポール市場合同開催） 

訪日スキー旅行の促進を目的として、平成２０年９月２９日～３０日に韓国・香港・シンガポール市場

合同で訪日スキー旅行市場説明会、商談会を東京で開催し、また、これに併せて地方への視察を実

施した。日本側関係者・海外の旅行会社が計１３４団体、２１２名が参加した。 

 

＜訪日教育旅行セミナーの実施＞ 

シンガポールでは過去３回の実績を踏まえて８月４日教育旅行実施までの実務面を重点に置いた

訪日教育旅行セミナーを実施した。シンガポール側７５名（学校関係者５８名、旅行会社・マスコミ等１７

名）、日本側２７名（自治体１９名、日本大使館４名、JNTO職員４名）が参加した。 

 

（２）民間競争入札の導入に向けた準備 

公共サービス改革基本方針に従い、平成２２年１月にマドリードで開催されるスペイン最大の旅行博

覧会 FITUR２０１０への日本ブース出展事業（海外旅行博覧会出展事業）の民間競争入札を平成２０年

１２月に実施した。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

公的機関としてのＮＴＯ （政府観光局）ブランドと海外観光宣伝事務所のネットワークを活用して、

VJC 重点国ではないが、今後訪日旅行者の増加が期待される国々で事業を実施した。主な実績は次

の通り。 
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＜ニュージーランドで訪日教育旅行セミナーを実施＞ 

８月２７日、JNTOシドニー事務所は、ニュージーランド最大の都市オークランドで旅行会社及び学校

関係者を対象に訪日教育旅行セミナーを実施した。セミナーへは現地旅行会社、学校関係者等４０名

以上が出席した。セミナー出席者からはニュージーランドにおける、JNTOによるプロモーション拡大を

期待する意見が聞かれた。 

 

＜インドネシア日本博覧会への観光ブース出展＞ 

日本とインドネシアとの国交樹立５０周年を記念する「インドネシア・日本博覧会２００８」が１１月１日

から９日にかけて、ジャカルタで開催された。JNTOシンガポール事務所は、最終日の「日本の祭り」イ

ベント会場に訪日観光PRデスクを設置し、訪日旅行のPRを行った。訪日観光PRデスクには、東北６

県、滋賀県、石川県、広島県、熊本県、宮崎県、鹿児島県、及び沖縄県の県人会が協力し、それぞれ

観光ポスターの掲示、パンフレットの配布および民芸品・工芸品の展示を通じて、各地方の観光魅力

をPRした。 
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２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（２）国内受入体制整備支援業務 

＞①観光案内所の整備支援業務＜ 

 

【中期目標】 

観光案内所の整備支援事業や通訳案内士試験業務について、地方自治体や関係団体、外国人旅

行者等のニーズの把握に努めるとともに、ニーズに応じた効率的・効果的な事業の展開を図る。 

【中期計画】 

外国語対応可能な観光案内所の整備を支援するために、機構のビジット・ジャパン案内所に加入し

た観光案内所に対し外国人対応に関するノウハウを提供するなどの支援を行い、観光立国推進基本

計画に掲げられている「平成２３年度までにビジット・ジャパン案内所の数を３００箇所とする」目標の実

現に国交省と協力して取り組むとともに、案内所の提供するサービスの質の向上に努める。 

 ビジット・ジャパン案内所指定･支援業務については、地方運輸局や地方自治体、業界団体等関係機

関との役割分担や各案内所に求められるサービス内容を踏まえ、中期目標期間終了時までに事業の

在り方を検討する。 

 ツーリスト・インフォメーション・センター（以下、「ＴＩＣ」という。）は、ＴＩＣを利用する訪日外客の動向、

ニーズ等に関する情報を随時把握し、ＴＩＣに求められるサービス内容を踏まえつつ、その情報を海外

宣伝事務所、地方公共団体、民間事業者等にフィードバックするためのアンテナショップとしての機能

を積極的に果たしていく。 また、ＴＩＣは最新日本観光情報の収集・整備を行い、海外事務所及びＴＩＣ

を訪れる外国人旅行者や、ビジット・ジャパン案内所に提供する情報収集整備機能を果たす。 

【年度計画】 

外国語対応可能な観光案内所の整備を支援するために、機構のビジット・ジャパン案内所に加入し

た観光案内所に対し外国人対応に関するノウハウを提供するなどの支援を行い、観光立国推進基本

計画に掲げられている「平成２３年度までにビジット・ジャパン案内所の数を３００箇所とする」目標の実

現に国交省と協力して取り組むとともに、案内所の提供するサービスの質の向上に努める。 

ツーリスト・インフォメーション・センター（以下「ＴＩＣ」という。）は、ＴＩＣを利用する訪日外客の動向、ニー

ズ等に関する情報を把握し、それらの情報を機構の海外事務所、地方自治体、民間事業者等にフィー

ドバックすることで、訪日外国人旅行者のニーズを探るアンテナショップとしての機能を積極的に果たし

ていく。 また、最新の日本観光情報の収集・整備を行い、海外事務所及びＴＩＣを訪れる外国人旅行者

や、ビジット・ジャパン案内所に提供する。 

 
① 年度計画における目標設定の考え方 

観光立国推進基本計画に記載されている政府目標の実現に協力するとともに、案内所網をさらに密

にして観光案内所のサービス・機能の向上を図るために定めたものである。 
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② 当該年度における取り組み 

（１） ビジット・ジャパン案内所ネットワークの充実に向けた取り組み 

・ ビジット・ジャパン案内所のサービスの質の向上を目的として、外国人旅行者への案内業務に役

立つ情報をまとめた「ビジット・ジャパン案内所通信」を全国の「ビジット・ジャパン案内所」とその運

営主体宛てに E メールで送信した(年４７回)。 

・ TIC 作成の各種案内情報資料(英語)を全国の「ビジット・ジャパン案内所」とその運営主体宛てに

E メールで送信した(年２４回)。 

・ 全国各地の「ビジット・ジャパン案内所」のスタッフを対象に、１２月４日、５日の両日、東京都内の

会場で、平成２０年度「ビジット・ジャパン案内所」研修会を実施した。（参加者：１００人） 

・ 国交省と協力して「ビジット・ジャパン案内所」の増加に取り組んだ結果、平成１９年度末の２１５箇

所から２３２箇所へ増加した。 

 【参考資料２１ ビジット・ジャパン案内所とは】 

【参考資料２２ ビジット・ジャパン案内所の所在地】 

 

（２） ＴＩＣによる取り組み 

・ ＴＩＣ訪問者に対するアンケート調査を実施し、調査結果を機構ウェブサイトで公開したほか、賛助

団体・会員向け「JNTO ニュースフラッシュ」、マスコミ向けプレスリリース等を通じて広報した。アン

ケートのサンプル数は８４５、欧米系個人旅行者が中心である。 

・ ＴＩＣの来訪者数は対前年度度比１０．８％減の３３，２５６人となった。世界経済の不況の影響を受

け、秋以降の来訪者が対前年比で減少したことが理由として考えられる。 

 

 平成１９年度 平成２０年度 対前年度増加率 

 来訪者数 ３７，２８１ ３３．２５６ －１０．８％ 

  （うち質問者数） （３２，４４０） （２９，３１３） －９．６％ 

 電話による照会件数 ４，１０４ ３，４４２ －１６．１％ 

 手紙による照会件数 １１０ ８３ －２４．５％ 

合  計 ４１，４９５ ３６，７８１ －１１．４％ 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

北海道洞爺湖サミットの開催に合わせ、VJC 事業の一環として、洞爺湖温泉郷において、ツーリス

ト･インフォメーション･センター（TIC）を開設した。外国語パンフレットの配布、大型液晶モニターでの観

光宣伝映像の放映等を行ったほか、地元ボランティアの協力を得て、お茶、生け花、琴、浴衣着付け

等の、日本文化体験コーナーを運営した。         

 【参考資料２３ 洞爺湖サミット開催に合わせて TIC を開設】 
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２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（２）国内受入体制整備支援業務 

＞②通訳案内士試験業務＜ 

 

【中期目標】 

 観光案内所の整備支援事業や通訳案内士試験業務について、地方自治体や関係団体、外国人旅

行者等のニーズの把握に努めるとともに、ニーズに応じた効率的・効果的な事業の展開を図る。 

【中期計画】 

通訳案内士試験ガイドラインに基づき、通訳案内士試験事務を代行する。試験実施に当たっては、

試験事務の安定性、統一性、公正性を確保しつつ、民間競争入札を導入して業務の効率化を図る。 

また、自治体が実施する地域限定通訳案内士試験事務に対して、試験問題の提供等の支援を行

う。  

【年度計画】 

通訳案内士試験ガイドラインに基づき、通訳案内士試験事務を代行する。試験実施に当たっては、

試験事務の公正性等を確保しつつ、業務の効率化を図る。 

 特に平成２１年度に実施予定の事務代行業務の大幅な民間競争入札に備えて、海外試験、地域限

定通訳案内士試験対応を含めた業務マニュアル等の整備見直し等諸準備を万全に行う。 

 併せて、自治体が実施する地域限定通訳案内士試験事務に対して、試験問題の提供等の支援を行

う。  

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

外国人観光旅客の受入れ体制の確保のため、国土交通省が策定した｢通訳案内士試験ガイドライ

ン｣に従い、試験事務代行機関として試験事務を適正かつ円滑に実施する。 

 

② 当該年度における取り組み                                     

・ 「通訳案内士試験ガイドライン」に基づき、試験事務の公正性等を確保しつつ、試験運営を専門

業者に委託することで業務の効率化を図った。 

・ 公共サービス改革基本方針に従い、民間競争入札実施要項を定め、委託可能な業務について民

間競争入札を実施した。 

・ 地域限定通訳案内士試験を実施する６道県に対して、外国語筆記試験問題の提供等の支援を

行った。 

 【参考資料２４ 通訳案内士試験業務における市場化テストの入札対象事業】 
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２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（３）国際会議等の誘致・開催支援業務 

＞①国際会議等の誘致支援業務＜ 

＞②国際会議の開催支援業務＜ 

 

【中期目標】 

海外事務所を活用した誘致活動の支援、地方自治体等に対するノウハウの提供等により、国際会

議の誘致活動を積極的に支援する。支援の実施に当たっては、政府の方針や近年の国際会議開催

件数の動向を踏まえ、これまでの誘致活動の効果についての分析・検証を行うとともに、地方公共団

体等からのニーズの把握を強化し、それらを踏まえた事業手法の見直しを行う。その際、国として誘致

することとしている大規模な会議や、地域活性化への効果が期待される会議等に誘致活動の対象を

重点化し、取り組むべき目標を明確にした上で、優先度を付けて効率的に実施する。 

 また、人材育成、寄附金募集・交付金交付制度の運営等により、国際会議の開催についても積極的

な支援を実施する。 

 国際会議の開催件数については、我が国における開催件数が正確に統計に反映されるよう、地方

自治体等を通じた調査を実施するとともに、国際機関への働きかけを行う。 

 さらに、インセンティブ旅行（企業報奨旅行）についても、海外事務所のネットワークを活用し、海外の

企業に対する情報を収集することにより、効果的・効率的な誘致活動を実施する。 

【中期計画】 

国として誘致することとしている大規模な会議や、地域活性化への効果が期待される会議等に誘致

活動の対象を重点化し、取り組むべき目標を明確にした上で、優先度を付けて効率的に実施していく。 

 また、海外の国際団体・機関の本部や、受け入れ先となる国内の関係団体・機関、地方自治体、コン

ベンションビューロー等からの情報収集活動を強化するとともに、これまでの誘致活動の効果について

の分析・検証を行い、その結果に基づき、海外事務所を活用した支援や、地方自治体、コンベンション

ビューロー等に対するノウハウの提供等、誘致活動を効果的・効率的に実施する。 

 国際会議の開催件数については、我が国における開催件数が正確に統計に反映されるよう、地方

自治体等を通じた調査を実施するとともに、国際機関への働きかけを行う。 

 インセンティブ旅行（企業報奨旅行）の誘致については、韓国、中国、タイ、シンガポール等アジア諸

国からの誘致活動を拡大するとともに、欧米のインセンティブ旅行市場開拓も強化する。 

誘致が決定した国際会議の開催を円滑に進めるため、ノウハウ事例の提供、人材育成、寄附金募

集・交付金交付制度の運営等の事業を実施する。 

数値目標 

 中期目標期間中に、機構が誘致した国際会議の数を９０件とする。 
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【年度計画】 

国として誘致することとしている大規模な会議や、地域活性化への効果が期待される会議等に誘致

活動の対象を重点化し、取り組むべき目標を明確にした上で、優先度を付けて効率的に実施していく。 

また、海外の国際団体・機関の本部や、受け入れ先となる国内の関係団体・機関、地方自治体、コ

ンベンションビューロー等からの情報収集活動の強化、国際会議データベースの充実等を図る。また、

誘致活動を効果的・効率的に実施するために海外事務所を活用した主催者等に対する会議誘致に関

する支援や、地方自治体、コンベンションビューロー等との連携強化を図る。  

我が国における国際会議の開催件数が正確に統計に反映されるよう、地方自治体等を通じた調査

を実施し、国際機関へ報告を行う。 

さらに、地域経済への効果が高いインセンティブ旅行（企業報奨旅行）の誘致については、市場が拡

大している韓国、中国、タイ、シンガポール等アジア諸国からの誘致拡大に加え、欧米からのインセン

ティブ旅行市場の開拓を図る。 

具体的には、別添２の事業計画に基づき、事業を推進し、または国に対して協力を行う。 

国際会議の開催を円滑に進めるため、ノウハウや事例の提供を含むコンサルティングを行い、人材

育成、寄附金募集・交付金交付制度の運営等の事業を実施する。 

具体的には、別添２の事業計画に基づき、事業を推進し、または国に対して協力を行う。 

数値目標 

機構が誘致した国際会議の数を７０件とする。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

平成２０年度より、ＪＮＴＯの実績として取り扱う国際会議の対象を、従来の「参加者数２０名以上」か

ら国際団体連合（ＵＩＡ）の定義と平仄を合わせ「参加者数５０名以上」に基準を引き上げ、対象会議が

減少したため、平成２０年度の目標数は前年度と同じと設定した。 

 

② 実績値と取り組み状況 

 

数値目標の達成状況 

 

平成２０年度は、主催者等を支援し共同で国際会議７０件の誘致に成功し、数値目標を達成した。 

 

（２）取り組み状況 

ア 国際会議･インセンティブ旅行の誘致活動強化 

平成２０年度より、国際会議においては、国際団体連合（ＵＩＡ）統計の参加者数に準拠した５０人

以上の国際会議を対象とすることとし、基準に合致した中・大型の学術会議の誘致を重点会議とし

て設定した。 
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インセンティブ旅行については、１件毎の参加者数が大きくことなることから、目標数を誘致件数

から訪日旅行者数へと変更し、特に大型インセンティブ旅行の多い韓国、中国、東南アジアを重点

市場として、キーパーソン招請、セミナー、見本市への出展等を行った。これらの事業に参加した国

際会議観光都市に対しては、機構の各都市担当者が定期的に連絡を取り、担当都市の特性（規模、

地理的条件、大学や産業の立地、歴史、文化、観光資源、コンベンション施設、宿泊施設、アクセス

等）を把握するとともに、各都市の事情を踏まえたコンサルティング等のフォローアップを行った。ま

た、インセンティブ旅行の誘致事業を実施する際には、文化体験プログラム等の情報や開催支援策

や、誘致に大きな効果を発揮する各都市のユニークべニュー（レセプション等を開催できる会議場や

ホテル以外のユニークな施設）情報を海外のバイヤー側に提供することで、事業成果の向上に努め

た。 

 

＜海外キーパーソン招請事業＞ 

 

・ 海外キーパーソン招請事業／Ｍｅｅｔ Ｊａｐａｎ２００９（平成２１年３月） 

国際会議開催地としての日本をアピールし誘致促進を図るため、開催地決定に影響力のある海外

のキーパーソン９名を招請し８都市の視察および受入都市 11 団体との商談会等を実施した。 

 

・ インセンティブ旅行キーパーソン・グループ招請（平成２０年４月、平成２１年３月）  

インセンティブ旅行の誘致促進を図るため、アジアからのインセンティブ旅行誘致に熱心な地方コン

ベンション都市と連携して、訪日インセンティブ旅行の実施に意欲のある企業・旅行会社を日本に招請

し、視察を通じてツアー造成を促進した。中国（北京）から大阪・神戸・京都、中国（上海）から沖縄へ、

合計１０名のキーパーソンを招請した。 

 

＜国内における国際会議誘致、開催支援＞ 

 

・ ＩＭＥ２００８(国際ミーティング・エキスポ)開催時の来場及び商談促進（平成２０年１２月） 

国際会議主催者の来場促進に取り組んだ。特に、国際会議誘致の鍵となる学協会関係者の来場者

確保（約２５０名）に貢献、各都市との商談を促進した。  

 

・ 国際会議開催支援セミナーの開催（平成２１年３月） 

国際会議の誘致および開催を支援するため、国内の学協会関係者並びに主催者である大学教授

等の関係者約１００名を招待し、国際会議誘致や開催のノウハウに関するプレゼンテーションや受入都

市１１団体との意見交換会を実施した。 

 

・ 国際会議データベースの充実を図り、国際会議観光都市等に積極的に情報提供を行い、誘致活動

を支援した。 
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・ 重点ターゲット案件の設定と主催者情報の共有、進捗度合いのチェック等、案件毎にきめ細かく

対応し、また、国際会議誘致成功・不成功に関する情報交換会を初めて開催した。 

 

＜海外における認知度向上及び商談会開催＞  

 

・ ＩＭＥＸ２００８（平成２０年４月） 

国際会議およびインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、ドイツ・フランクフルトの会場において日

本ブースを出展し、日本の共同出展者１４社（コンベンション推進機関・ホテル・旅行会社・航空会社）と

バイヤー約２００名との商談を行うとともにウォーク・インの来場者７５名に日本の情報提供、PR 活動を

実施した。 

 

・ 中国インセンティブセミナー（平成２０年１１月） 

中国からのインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、北京・上海・広州の各都市においてインセン

ティブ旅行実施企業並びに現地旅行会社計６９社９５名（北京：１４社１９名、上海：３１社３７名、広州：

２４社３９名）を招待し、インセンティブ旅行目的地としての日本を PR するプレゼンテーションや日本の

受入都市計１３都市と現地旅行会社との商談会を実施した。 

 

・ ソウルインセンティブマート（平成２０年９月） 

韓国からのインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、ソウルにおいてインセンティブ旅行実施企業

並びに現地旅行会社計４４社７０名を招待し、市場説明会を実施するとともに、日本の受入都市・企業

計３７名との商談会を実施した。 

 

・ シンガポールインセンティブセミナー（平成２０年１０月） 

シンガポールからのインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、シンガポールにおいてインセンティ

ブ旅行を扱う現地旅行会社５１名を招待し、インセンティブ旅行目的地としての日本を PR するプレゼン

テーションを機構及び参加都市より行った他、日本の受入都市・企業５団体との商談会を実施した。 

 

イ ＶＪＣ事業との効果的な連携 

ＶＪＣ事業として実施されるコンベンション誘致関連事業に積極的に参画するととともに、機構独自

予算事業をＶＪＣ事業と同時に実施するなどにより連携し、事業の相乗効果を高めた。 

 

・ Ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｔｒａｖｅｌ Ｅｘｃｈａｎｇｅ（平成２０年６月） 

北米からのインセンティブ旅行及び企業会議の誘致促進を図るため、米国・ラスベガスで開催された

Ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｔｒａｖｅｌ Ｅｘｃｈａｎｇｅ（インセンティブ旅行商談会）に参加し、インセンティブ旅行及び企業会

議プランナー２４名（米国２０・カナダ４）との商談を実施した。 
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・ ＭＰＩ（国際ミーティングプランナー協会） Ｗｏｒｌｄ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ（平成２０年８月） 

北米からのインセンティブ旅行及び企業会議の誘致促進を図るため、米国・ラスベガスで開催された

ＭＰＩ Ｗｏｒｌｄ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ Ｃｏｎｇｒｅｓｓに参加し、インセンティブ旅行及び企業会議プランナー１９名と

の商談を実施した。 

 

・ ＨｅｌｍｓＢｒｉｓｃｏｅ 年次総会 

富裕層や一流企業等の企業会議やハイエンドなインセンティブ旅行催行企業を多数顧客に持ち、

彼らの会議やインセンティブ旅行の開催地（会場）選定を専門に行う米国大手ミーティングプランニン

グ専門会社ＨｅｌｍｓＢｒｉｓｃｏｅ社の年次総会に出展し、同社の３０名のインセンティブ旅行及びミーティ

ング担当者と商談を実施した。 

 

・ ＩＴ ＆ ＣＭＡ（アジアインセンティブ旅行及び会議見本市）（平成２０年１０月） 

主にアジア・太平洋地域からのインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、タイ・バンコクのＩＴ ＆ 

ＣＭＡの見本市会場において日本ブースを出展し、日本の共同出展者８団体（受入都市、旅行会社）と

インセンティブプランナー及びミーティングプランナー３６名との商談を行うとともに、ＴＴＧアジア等コン

ベンション専門誌が参加するメディアブリーフィングに参加し、日本の情報提供、ＰＲ活動を実施した。 

 

・ 北米ロードショーセミナー 

（シカゴ・ミネアポリス：平成２０年１０月、ワシントン D.C.：平成２１年１月） 

北米において、国際会議及びインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、シカゴ、ミネアポリス、ワ

シントンＤ．Ｃ．の各都市において、国際会議、インセンティブ旅行の主催者・企画担当者を招待する

セミナーを開催し、約７０名が出席した。機構及び日本での会議開催経験者によるプレゼンテーショ

ンを実施した他、日本の受け入れ都市・企業累計３２団体と商談を行った。 

 

・ ブラッセル国際会議セミナー（平成２０年１０月） 

欧州において最も国際本部が集中するブラッセルにおいて、国際会議及びインセンティブ旅行の

誘致促進を図るため、国際会議主催者、国際本部事務局担当者２３名を招待するセミナーを開催し、

機構及び現地有力コンベンション専門誌記者によるプレゼンテーションを実施した他、日本の受け入

れ都市・企業１１社との商談を行った。 

 

・ インセンティブショウケース（平成２０年１２月） 

アジアからのインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、韓国・中国・香港・タイ・シンガポールの

インセンティブ旅行実施企業並びに現地旅行会社のキーパーソン２９名の選定とサプライヤーの募

集等を行い、合計約２９０件の商談セッションをセットするとともに、プレゼンテーションの実施や運営

の支援、フォローアップ等を行った。 
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・ ＡＩＭＥ（アジア太平洋インセンティブ・ミーティング見本市）（平成２１年２月） 

主にアジア・太平洋地域からの国際会議・インセンティブ旅行の誘致促進を図るため、オーストラ

リア・メルボルンのＡＩＭＥ見本市に日本ブースを出展し、日本の共同出展者５社（旅行会社・ホテル）

とインセンティブプランナー及びミーティングプランナー２６名との商談を行うとともに、日本の情報提

供、ＰＲ活動を実施した。 

 

・ シドニーインセンティブセミナー（平成２１年２月） 

オーストラリアからのインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、ＡＩＭＥ参加後にオーストラリアの主

要企業が集まるシドニーにおいて、インセンティブ旅行実施企業ならびに現地旅行会社６４社１０４名を

招待し、機構及び参加都市・企業並びに現地有力旅行雑誌社による日本の魅力についてのプレゼン

テーションを実施した他、商談を行った。 

 

・ 国際会議キーパーソン招請（平成２０年１１月＜２件＞、平成２１年１月＜１件＞、３月＜２件＞） 

国際会議の誘致を図るため、誘致活動中の大型国際会議案件５件について、関係する国際団体本

部の会長及び事務局長らを日本へ個別に招請し、プレゼンテーションや開催立候補都市の視察等を

実施し、平成２０年度中に２件の国際会議の誘致に成功した（残る３件については、今後開催都市が決

定の予定）。 

 

・ 国際会議誘致支援事業（平成２０年１１月：２件） 

国際会議の誘致を図るため、誘致活動中の大型国際会議案件２件について、誘致のためのレセ

プションやＰＲブースの運営を支援し、２件の国際会議の誘致に成功した。 

 

・ 広告事業 

米国、欧州、豪州及びアジア市場においてＶＪＣ事業として実施されたコンベンション専門誌にお

ける広告事業を全面的に支援し、写真素材の提供、広告内容に関する助言、記事広告原稿の作成

等の協力を行った。 

 

・ メディア（コンベンション専門誌記者）招請 

国際会議の開催地およびインセンティブ旅行の目的地としての日本の認知度向上を図るため、ベル

ギーのＨｅａｄｑｕａｒｔｅｒｓ誌、シンガポールのＴＴＧ誌、オーストラリアの CIM 及びＭｉｃｅ．ｎｅｔ各誌の記者１

名を招請し、東京・横浜・京都（Ｈｅａｄｑｕａｒｔｅｒｓ）、福岡・長崎・佐世保（ＴＴＧ）、神戸・京都・大阪（ＣＩＭ

及びＭｉｃｅ．ｎｅｔ）の取材を通して、各都市を紹介する具体的な記事掲載による情報提供を実施した。 

 

・ 宣伝ツール作成 
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中国市場におけるインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、インセンティブ旅行主催企業や取り

扱い旅行会社を対象とした宣伝ツール（プランナーズガイド）の作成にあたって、内容に関する企画

提案、情報収集を行なうとともに、完成したプランナーズガイドをセミナー等の機会を利用して、効果

的に主催企業及び旅行会社に配布した。 

 

ウ．コンベンションの開催支援 

 

＜人材育成＞ 

・ コンベンション研修会（平成２０年６月） 

国際会議観光都市及びコンベンション推進機関でコンベンション実務を新たに担当することとなった

関係者を対象に、国際コンベンション市場の概要や誘致セールス活動の手法に関する研修を実施した。

また、研修会の２日目には、専門講師により誘致セ―ルス活動に役立つヒアリングスキルについての

研修を行った。参加者は４９名。 

 

・ コンベンション幹部セミナー及び意見交換会（平成２１年２月） 

国際会議観光都市とそのコンベンション推進機関の幹部を対象に、地域でのコンベンション受入れ

等をテーマとして、地方コンベンション都市でサポート事業に取り組んでいる会議運営企画運営団体の

代表者を迎え、講演会を行った。また、課題にもとづくグループディスカッションを行った。参加者は２１

名。 

 

・ コンベンション中堅者研修会（平成２１年２月） 

ＪＮＴＯ協賛国際会議観光都市・コンベンション推進機関、及びＪＣＣＢ／ＣＢ部会加盟の全国コンベ

ンション推進機関において、コンベンションの実務を担当する実務経験３年以上の職員を対象に、「平

成２０年度 日本政府観光局（JNTO）国際会議誘致・開催貢献賞 地域貢献の部」 を受賞した成蹊大

学 滝沢誠教授を迎え、地方都市での国際会議開催のポイントについての講演を中心に開催した。参

加者は６０名。 

 

・ ＩＡＰＣＯ／観光庁 共催研修会（平成２１年３月）  

VJC 事業の一環として、観光庁がＩＡＰＣＯ（国際ＰＣＯ協会）より海外のベテラン講師２名を招聘し、コ

ンベンション推進機関、コンベンション施設、コンベンション関連企業等の国際会議誘致活動の実務担

当者４７名を対象に、国際会議誘致の手法や実務に関する研修を実施した。ＪＮＴＯはＩＡＰＣＯとの交

渉、参加者募集及び運営全般に全面的な協力を行い、参加者にはＩＡＰＣＯより修了証が授与された。 

 

＜会議開催情報等の提供＞ 

・ 国との連携による国際会議開催情報の収集及びＵＩＡ等への報告 
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国交省と連携し、全国の地方自治体やコンベンション推進機関の協力を得て国際会議開催情

報を収集し、国が収集した府省庁の情報とともに取りまとめ、ＵＩＡ（国際団体連合）及びＩＣＣＡ（国

際会議協会）に報告した。 

 

・ HP を活用した国際会議開催情報の提供 

過去に日本で開催された国際会議、今後日本で開催される国際会議のデータを整備し検索可

能な形式でウェブサイトに登載した。加えて新たに、今後誘致に取り組んでいく国際会議をリスト

化し、ＪＮＴＯ国際会議ターゲット案件一覧としてＷｅｂ上で提供した。 

 

・ 国際会議観光都市・コンベンション推進機関・国際会議主催者に対し以下の出版物、メールマガ

ジン等を送付した。 

 

２００7 年版コンベンション統計 ５００部発行。ウェブサイトにも登載。 

国際会議統計データベース 
ＪＮＴＯコンベンション統計にこれまで掲載された国際会議

が検索できるデータベースを登載。 

国際会議サーチ 
日本で開催予定の具体的な国際会議の検索ができるデ

ータベース。毎月情報更新。 

JNTO 国際会議誘致ターゲット

案件一覧 

日本への誘致可能性がある国際会議のリストを公開。 

ＪＣＢ・ＪＮＴＯ海外事情通信 

協賛団体である都市やコンベンション推進機関向けメー

ルマガジン。年３回、６４団体に配信。海外コンベンション

事情等の情報を紹介。ウェブサイトでも公開。 

ＪＮＴＯコンベンションニュース 

国際会議の主催者向けメールマガジン。年３回、約１,２０

０人に配信。国際会議観光都市の紹介や国際会議誘致

開催に関するノウハウ等を紹介。ウェブサイトでも公開。 

国際会議誘致マニュアル 改訂版を５００部発行。 

 

＜コンベンション見本市における活動ＰＲ＞ 

ＩＭＥ２００８（国際ミーティング・エキスポ）に総合インフォメーションデスクを出展し、機構が国際会議

主催者を対象に実施している事業や支援サービスの紹介を行った。 

 

＜国際会議主催者との連携強化＞ 

国際会議主催者である国内学協会との連携を図り、国及びＪＮＴＯの国際会議誘致支援活動を周知

するため、新たに実施した以下の活動により学協会関係者との連携強化を図った。 

 

・ 国際会議誘致・開催貢献者表彰及びパネルセッションの実施 
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国が国家戦略として位置づける国際会議誘致・開催の意義に関する国民の理解を促進し、国際

会議主催者及び都市・推進機関の社会的地位を高めるために、今年度初めて「日本政府観光局（Ｊ

ＮＴＯ）国際会議誘致・開催貢献賞」を創設し、８件の受賞会議を決定した。受賞式は、平成２０年１２

月１８日（木）に東京国際フォーラムで開催された「第１８回国際ミーティング･エキスポ（ＩＭＥ２００８）」

会場内にて、７名の受賞会議の代表者を迎え実施した。また、受賞者中の４名を招いてパネルディス

カッションを開催。受賞者が誘致・開催した国際会議にまつわる実践的なノウハウや経験を話してい

ただいた。 

 

＜国内コンベンション関連紙誌を通じた広報活動＞ 

国際会議に関連する機関紙に、ＪＮＴＯのコンベンション誘致・開催支援情報を掲載することにより、

ＪＮＴＯの認知度を向上させると共に、主催者の誘致・開催活動の促進を図った。 

 

・ 学術の動向 

平成２１年２月号にて 「平成２０年度 日本政府観光局（JNTO）国際会議誘致・開催貢献賞」受 

賞会議の決定および受賞式の実施について４ページにわたり記事を掲載。 

 

・ Ｅ＆Ｃ（日本で唯一のＭＩＣＥ情報誌） 

「平成２０年度 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）国際会議誘致・開催貢献賞」に関して、３号にわたり計１

２ページの特集記事を掲載。 

 

＜寄附金募集・交付金交付制度の運営＞ 

 

・ 会議運営会社（ＰＣＯ）の実務担当者及び学会関係者を対象に、寄附金募集・交付金交付制度 

を利用する場合の申請書類の作成方法、留意点等をテーマに｢寄附金募集・交付金交付制度実

務研修会｣を東京、大阪で実施し、約１００名が参加した。 

 

・ 平成２０年度に寄附金募集の協力が決まった国際会議は１８件、交付金を交付した国際会議は   

１４件（交付額１７０百万円）であった。 

 

＜寄附金募集・交付金交付制度について＞ 

機構の寄附金募集・交付金交付制度は、国際会議主催者の開催支援のために、機構が税制優遇

措置のある特定公益増進法人として日本での国際会議の開催のための寄附金を受け入れ、主催者

に対して交付することにより、わが国における国際会議の開催が円滑に行われるよう支援する制度で

ある。 

同制度を活用するためには、一定の要件（参加者数概ね２００名以上、内外国人参加者概ね５０名

以上、参加国概ね１０カ国以上、開催経費概ね２,５００万円以上）を充足し、有識者７名からなる「開催
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支援審査委員会」の審査を経て公益に資する国際会議であると了承されることが条件となる。 

               

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

・ JNTOが支援した結果開催が決定した案件は、年度事業報告書に件数を記載し、定量的に結

果を報告しているまた、国際青年会議所（JCI）世界大会（２０１０年大阪、１５，０００人）や国際

法曹協会年次総会（２０１４年東京、４，０００人）、世界スカウトジャンボリー（２０１５年山口、３

０，０００人）などの大型会議の誘致成功案件については、プレスリリースを行い、分かり易い

成果の報告に努めている。 

・ JNTO では、独自に構築している国際会議データベースに基づき誘致ターゲットを設定し、専

任担当者を決めて中長期的視点で誘致活動を行なっている。誘致活動の過程では、国内主

催者に対してコンサルティングやノウハウの提供、関連事業者の紹介、開催都市のコンベン

ション推進機関や観光庁との連携など多方面との調整を行ないつつ、誘致活動に当たってい

る。また、各段階でキーパーソン招請、所管大臣（観光庁長官含む）や JNTO 理事長名の招

請状発出、立候補書類やプレゼン資料の準備、在外公館を通じたロビイングの依頼などきめ

細かい誘致支援を行なっている。 
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３．予算、収支計画及び資金計画  

 

【中期目標】 

事業パートナーに対するサービスの向上や、新たな事業パートナーの発掘等により、自己収入の拡

大に向けた取組を行う。 

【中期計画】 

（１）自己収入の確保 

個別相談会の開催やビジット・ジャパン・キャンペーン事業の実施に当たっての支援、国際会議の開

催・誘致の支援等を通じて、事業パートナーとの連携を強化し、顧客満足度を高めることにより、地方

自治体､民間事業者等からの賛助金拠出の維持・増加に努めるとともに、賛助会員の増加による会費

収入の増加を図る。 

（２）予算（人件費の見積りを含む。） 

別紙 

（３）収支計画及び資金計画 

別紙 

【年度計画】 

（１）自己収入の確保  

個別相談会の開催やビジット・ジャパン・キャンペーン事業の実施に当たっての支援、国際会議の開

催・誘致の支援等を通じて、事業パートナーとの連携を強化し、顧客満足度を高めることにより、地方

自治体､民間事業者等からの賛助金拠出の維持・増加に努めるとともに、賛助会員の増加による会費

収入の増加を図る。 

（２）予算（人件費の見積りを含む。）  

別紙 

（３）収支計画及び資金計画  

別紙 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

事業パートナーである地方自治体及び民間事業者が置かれた厳しい財政状況を踏まえ、JNTO の

サービスを十分活用して頂くことにより賛助金・会費の拠出に対する理解を深めて頂けるように努め、

事業パートナーの満足度を高め連携を強化する。 

 

② 当該年度における取り組み   

（１） 自己収入の確保 

① 賛助団体・会員への取組 

・ 賛助団体・会員を対象とするウェブサイト上の有料バナー広告事業を拡充し、新たにトップページ

へのバナー掲載をメニューに導入し、運用を開始した。 



 56 

・ １０月の個別相談会において講演プログラムを導入し、参加者の満足度向上を図った。 

・ JNTO を活用いただき賛助金の拠出にご理解をいただくため、賛助団体を訪問し、説明を行った。 

・ 賛助団体・会員との「交流勉強会」を月１回程度開催し、賛助団体・会員から事業説明、機構に対

する要望を聴取の後、意見交換を行った。 

・ 前年度に続き、訪日旅行者の増加に伴って新たにインバウンド観光ビジネスの受益者として登場

してきたショッピング施設など、新たな業種の会員勧誘に取り組んだ。 

・ インバウンドへの取り組みに JNTO を活用しようとする団体企業に対し機会をとらえて本部・海外

事務所を挙げて勧誘活動を行った。その結果、賛助団体として９団体、会員として４４団体が新た

に加入した。他方、財政事情等の理由により、賛助団体２団体、会員１０社が退会した。 

 

＜賛助団体･会員数＞ 

 平成１９ 

年度末 

平成２０ 

年度末 

賛助 

団体数 
１３６ １４３ 

会員数 １０９ １４３ 

合計 ２４５ ２８６ 

＊平成 20 年 11 月より新規加入会員のランクをゴールドに一本化した。 

 

② 新規事業の開発等 

・ ２月のインバウンド旅行振興フォーラムにおいて、市場説明会を一般に有料で開放し、自己収入

の増加を図った。また、有料B to Bデスクを設置し、会員へビジネスチャンスを提供するとともに収

入の増加を図った。 

・ 受託業務タリフを改定し、適切な運用を図った。 

  

 ③ コンベンション協賛金拠出団体への取組 

 ・ 有力な国際会議誘致案件の情報を共有し、連携による誘致活動の強化を図るため、各コンベン

ション推進機関との個別相談を５月に集中的に行った。 

 ・ コンベンション、インセンティブの誘致に意欲的なホテル、会議施設等を対象とした新たな会員

制度への勧誘を行った。 

 ・ 協賛金拠出に理解を得るべく、協賛都市や今後協賛の可能性がある都市を訪問し、市長及び

コンベンション推進機関の長に対し、国際会議開催による経済効果と地域住民に対する波及効

果を訴えるとともに、機構による国際会議誘致支援施策について説明し、コンベンション誘致へ

の参加勧誘に努めた。 
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（２） 年度予算等の執行状況（表１～３参照） 

 

＜一般勘定＞ 

 平成２０年度の収入は、計画額３２億５２百万円に対して、合計で１４４百万円増の３３億９６百万円と

なった。この変動の主な要因は以下の通りである。(表 1) 

・ VJC 事業等の受託業務の増加により事業収入が計画額に対して２１６百万円の増となった。 

・ 観光宣伝事業賛助金収入は、賛助団体及び会員の増加に伴い、前年度比で９百万円の増とな

ったが、計画額に対しては２３百万円の減となっている。 

・ コンベンション協賛金収入についても、地方自治体財政が厳しい状況にあることを受け、計画額

に対して３３百万円の減となった。 

・ また、事業実施における参加団体からの分担金等の増で事業外収入は前年度より３百万円の

増となったが、計画額に対して３百万円の減となっている。 

 

 支出については、計画額３２億５２百万円に対して、合計で１５百万円減の３２億３７百万円となった。 

この変動の主な要因は以下の通りである。 

・ 業務経費については、計画額に対して６０百万円の減となった。これは、海外観光宣伝事業経

費やコンベンション誘致事業経費が円高の影響や収入減少に伴う一部事業の見直し等により

計画額に対して計６３百万円の減となる一方、調査研究事業経費が新規調査事業の実施により

計画額に対して１５百万円の増となったこと等による。 

・ 受託経費については、計画額に対して９５百万円の増となった。これは、VJC 事業等の増により

受託業務経費が計画額に対して１３４百万円の増となったのに対し、共同事業経費が事業件数

の減少及び円高による海外経費の減少により計画額に対して１４百万円の減となったこと等に

よる。 

・ また、人件費については役職員数の削減及び新人事制度による継続的給与見直し等により、

計画額に対して２３百万円の減となった。 

・ 一般管理費(人件費を除く)については、本部事務所借料の引下げ等により、計画額に対して２７

百万円の減となった。 

 

 この結果、 

・ 一般勘定の２０年度の当期利益金（当期総利益）は１5 百万円となった。（表２） 

  この利益発生要因は、前中期から繰り越された前中期目標期間繰越積立金のうち、前払費用分

と 20 年度の減価償却費分を取り崩すことにより、１７百万円の利益を計上することとなった。 

 

＜交付金勘定＞ 

 平成２０年度の収入は、寄附者からの寄附額が減少したことにより、計画額３億５０百万円に対して 1

億９６百万円減の１億５４百万円となった。(表 1) 
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 支出については、新規事業の実施並びに実員の人件費増に対して、大型国際会議の減少に伴う交

付金交付額の減及びにより、計画額に対して１億６３百万円の減となった。(表１) 

 交付金勘定の損益については、大型の国際会議が減少し、上記の通り収益、費用とも減少するなか

で、７百万円の当期損失金となった。 

 

<当期利益金の発生要因> 

 [一般勘定] 

  平成２０年度の利益剰余金の発生要因については、①前中期計画期間から繰り越された目的積   

 立金（前中期目標期間繰越積立金）２９百万円から当該年度発生分１７百万円（前払費用・自己財  

 源で購入した資産の２０年度減価償却費）を取り崩した後の目的積立金１２百万円及び②当期未 

 処分利益１５百万円（事業等に係る収支差である当期純利益△１百万円、目的積立金取崩額１７ 

 百万円）が発生したことにより、合わせて２７百万円の利益剰余金が発生することとなった。 

 [交付金勘定] 

  平成２０年度の利益剰余金の発生要因については、前年度からの積立金６１百万円から、当期 

 未処理損失△７百万円を取り崩したことにより、５４百万円の利益剰余金を計上することとなった。 

  なお、交付金勘定において発生する損益については、寄附金の募集から交付までのタイムラグ   

 によって生ずる、交付金の交付時期及び管理経費の収益化時期のタイムラグが要因である。 

 

<経常損益では損失計上していたものが最終的に利益計上になった場合の経緯> 

 経常損益△364,165 円及び臨時損失（固定資産除却損） △8,374,230 円で当期純利益は

△8,738,395 円であるが、前中期目標期間繰越積立金取崩額 16,757,682 円を取り崩したことにより、

当期総利益 8,019,287 円となった。
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表１ 予算 

 

〔一般勘定〕 

                                                      (単位：百万円) 

  

区　分 予算額 決算額 差額
<収入>
運営費交付金 2,017 2,017 0
賛助金･コンベンション協賛金収入 356 299 △57
事業収入 857 1,061 204
事業外収入 22 19 △3

計 3,252 3,396 144
<支出>
業務経費 824 764 60
受託経費 849 944 △95
人件費 1,303 1,280 23
一般管理費 276 249 27

計 3,252 3,237 15  

  

 

 〔交付金勘定〕 

                                           (単位：百万円) 

  

区　分 予算額 決算額 差額
<収入>
寄附金収入 350 153 △197
事業外収入 0 0 0

計 350 154 △196
<支出>
交付金事業経費 350 187 163

計 350 187 163  

  ※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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表２ 収支計画 

 〔一般勘定〕 

                                           (単位：百万円) 

区　分 予算額 決算額 差額

<費用の部>

経常費用 3,252 3,276 △24

　業務経費 825 725 100

　受託経費 849 945 △96

　一般管理費 1,577 1,524 53

　減価償却費 1 26 △25

　財務費用 -                  56 △56

臨時損失 -                  8 △8

計 3,252 3,284 △32

<収益の部>

運営費交付金収益 2,016 1,968 △48

国際観光振興事業収入 1,213 1,279 66

資産見返運営費交付金戻入 1 23 22

資産見返補助金戻入 -                  4 4

資産見返寄附金戻入 -                  3 3

事業外収益 22 6 △16

計 3,252             3,283             31                 

当期純利益(△当期純損失) 0 △1 △1

前中期目標期間繰越積立金取崩 0 17 17

当期総利益 0 15 15  

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

〔交付金勘定〕 

                                           (単位：百万円) 

区　分 予算額 決算額 差額

<費用の部>

経常費用 350 187 163

　交付金事業経費 350 187 163

当期利益金(△当期損失金) 0 △7 7

計 350 180 170

<収益の部>

寄附金収入 350 179 △171

事業外収益 0 0 0

計 350 180 △170  

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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表３ 資金計画 

 

 〔一般勘定〕 

                                           (単位：百万円) 

区　分 予算額 決算額 差額
<資金支出>
業務活動による支出 3,252 3,163 89
投資活動による支出 - 48 △48
事業外支出 - 196 △196
次期への繰越金 0 548 △548

計 3,252 3,955 △703
<資金収入>
業務活動による収入 3,252 3,358 106
　運営費交付金による収入 2,017 2,017 0
　賛助金･コンベンション協賛金収入 356 299 △57
　事業収入 857 1,024 167
　事業外収入 22 17 △5
前期からの繰越金 0 597 597

計 3,252 3,955 703  

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

〔交付金勘定〕 

                                           (単位：百万円) 

区　分 予算額 決算額 差額
<資金支出>
業務活動による支出 350 186 164
次期への繰越金 0 111 △111

計 350 297 53
<資金収入>
業務活動による収入 350 154 △196
　寄附金収入 350 153 △197
　事業外収入 0 0 0
前期からの繰越金 0 144 144

計 350 297 △53

 

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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４．短期借入金の限度額 

 

（中期目標） 

なし 

（中期計画） 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、１００百万

円とする。 

（年度計画） 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、１００百万

円とする。 

 

【該当なし】 
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５．重要な財産を譲渡し、又は担保にする計画 

 

（中期目標） 

なし 

（中期計画） 

なし 

（年度計画） 

 なし 

 

      【該当なし】 
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６．剰余金の使途 

 

【中期目標】  

なし 

【中期計画】  

剰余金が発生した場合には、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第４４条第３項の規

定による国土交通大臣の承認を受けて、海外からの訪日旅行の促進の効果が高く見込まれる海外宣

伝事業費の使途に充てる。 

【年度計画】  

剰余金が発生した場合には、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第４４条第３項の規

定による国土交通大臣の承認を受けて、海外からの訪日旅行の促進の効果が高く見込まれる海外宣

伝事業費の使途に充てる。 

 

      【該当なし】 
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７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

【中期目標】  

なし 

【中期計画】 

（１）人事に関する計画 

前述のとおり、人件費の削減や、民間からの出向者等の活用、プロパー職員の育成等に努める。 

【年度計画】 

（１）人事に関する計画  

前述のとおり、人件費の削減や、民間からの出向者等の活用、プロパー職員の育成等に努める。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

 政府が進める行政改革の一環として人件費削減に取り組む一方、訪日インバウンド事業の専門機関

として質の高いサービスを提供するため、優秀な人材の育成、活用を図る。 

 

② 当該年度における取り組み 

「１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」の「（２）総人件費改革」「（６）民

間からの出向者等の活用」「（７）プロパー職員の育成等」の「②当該年度における取り組み」を参照。
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【中期目標】  

なし 

【中期計画】 

（２）独立行政法人国際観光振興機構法（平成１４年法律第１８１号）第１０条第１項に規定する積立金

の使途 

 なし 

【年度計画】 

（２）独立行政法人国際観光振興機構法（平成１４年法律第１８１号）第１０条第１項に規定する積立金

の使途  

 なし 

 

 

      【該当なし】 
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【中期目標】  

なし 

【中期計画】 

（３）その他中期目標を達成するために必要な事項 

 なし 

【年度計画】 

（３）その他中期目標を達成するために必要な事項  

なし 

 

      【該当なし】 

 

 

 

 

以 上 
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参考資料１  VJC 中央事業の実績  

 

 

市場 事業名 

韓国 訪日教育旅行推進事業（招請/商談会） 

訪日教育旅行推進事業（韓国現地セミナー） 

スキー促進事業（招請、商談会、香港・シンガポールと合同） 

アウトバウンドセミナー（KOTFA 関連） 

中国 スペシャリスト育成事業（研修、招請） 

香港 スキー促進事業（招請、商談会、韓国・シンガポールと合同） 

タイ ＴＴＡＡ出展 

現地商談会・セミナー 

シンガポール スキー促進事業（招請、商談会、韓国・香港合同） 

訪日旅行促進事業（シンガポール現地セミナー） 

米国 旅行番組を活用したプロモーション（テレビ広告） 

航空会社・旅行会社等との共同プロモーション 

① 広告（新聞、雑誌、パンフレット、オンライン） ②ヒスパニックマーケット

向けエージェントセミナー 

冬季閑散期需要喚起のための訪日プロモーション 

① エージェントセミナー ②オンライン広告 ③スキー客向け雑誌広告

E-blast 

旅行商品販売における広告事業 

①旅行博出展 ②オンライン広告 

大手旅行流通網を活用した訪日プロモーション 

①オンラインセミナー ②雑誌広告 ③電子媒体を活用した一般向け PR 

④店舗での PR ⑤アンケート調査  

ワシントン DC 桜祭りを活用したプロモーション（イベント参加） 

西海岸共同プロモーション事業（①大手流通網傘下ツアーオペレーターとの

有力媒体への共同広告②電子媒体を活用したプロモーション③中華系米

国人の里帰りを狙いとしたプロモーション④航空関連会社ツアーオペレータ

ーとの連携及びセミナーへの参加） 

カナダ 広告宣伝（①日本航空とのタイアップによる宣伝広告②Flight Center との共

同広告） 

ツアー造成・販売支援、リテーラー招請、教育関係者向けセミナー 

モントリオール旅行博覧会 

英国 ①広告宣伝（英国複合的訪日旅行促進 PR 事業） 

②ウインタープロモーション事業/英国「METRO SKI & SNOWBOARD 

SHOW」 

③「WTM 2008」出展事業 

④「Destinations London 2009」出展事業及び訪日旅行促進セミナー 

⑤英国ツアーオペレーター招請事業 
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市場 事業名 

フランス 広告宣伝 

TV クルー招請 

仏国旅行代理店販売員研修及び観光振興地域セミナー 

JAPAN EXPO 2008（パリ）出展 

「International Luxuary Travel Market 2008」出展事業 

MAP2009（パリ）出展 

「日仏観光交流年記念セミナー」事業 

ドイツ 広告宣伝（①旅行雑誌での日本特集サプリメント作成 ②旅行業界

紙での日本特集サプリメント作成 ③平成中村座ベルリン公演を活用

したプロモーション） 

独国旅行会社キーパーソン招請 

独国旅行代理店販売員研修事業（PATA ロードショーへの参加） 

ITB ベルリン 2009 出展 

シュツットガルト CMT2009 出展 

豪州 広告宣伝（①旅行雑誌・ツアーオペレーターとの共同広告②新聞日本

特集（ツアーオペレーターとの共同広告）③TV「Gateway」「Gurus 

Explore」、④インターネット広告⑤ASTW（メディア向け PR イベント） 

訪日旅行促進セミナー（教育旅行促進セミナー、旅行会社研修体験

セミナー） 

Holiday & Travel Expo 2008（メルボルン 2008 年 4 月） 

Holiday & Travel Expo （メルボルン 2009 年 3 月） 

Holiday & Travel Expo 2009 （シドニー 2009 年 3 月） 

Adventure Travel Expo & Backpackers （シドニー 2008 年 11 月） 

SNOW TRAVEL EXPO 出展・スキーセミナー・ツール作成 

ロシア TV クルー招請 

MITT 出展 

市場調査事業 

 

※JNTO が観光庁から直接受託した事業のみ記載。 

※上記事業以外に、VJC 事務局として関与した事業がある。 
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参考資料２ 海外事務所の事業・運営 検証項目                               

 

海外事務所の事業・運営　検証項目

◇ 中期的目標

・ ○○年訪日外客目標数

・ 目標設定理由（政治・経済・旅行性向）

・ 目標達成に向けた事業の方向性

◇ 単年度目標 （　　　　）はレビューを行う担当部

Ⅰ 適性な事業実施に関する指標

1 マーケット情報の収集・分析 （海プ部・企画部［調統Ｇ］・コ誘部）

2 事業の成果－①　一般観光関連

(1) 旅行商品の造成・販売支援による送客数　★ （海プ部）

(2) 各ローカルウェブサイトのアクセス数　★ （海プ部・企画部［情シＧ］）

(3) メディ広報成果（件数・広告費換算額） （海プ部）

(4) その他・重点取り組み事項（任意） （海プ部）

2 事業の成果－②　コンベンション・インセンティブ関連

(1) 国際会議誘致件数　★ （コ誘部）

(2) 有効セールスリード数 （コ誘部）

(3) インセンティブ・ツアー誘致件数 （コ誘部）

Ⅱ 適正な事務所の管理・運営に関する指標

1 適性な予算執行状況 （総務部・企画部）

2 現地職員の人材育成・労務管理 （総務部・企画部）

3 その他事務所の管理・運営 （総務部・企画部）

Ⅲ その他

1 関係機関との連携強化　★ （企画部［経企Ｇ］）

・ 在外公館、ＪＥＴＲＯ、ＣＬＡＩＲとの連携等

2 ＪＮＴＯのプレゼンス強化に向けた取り組み （海プ部・企画部［経企Ｇ］）

・ ニュースフラッシュ、日系メディアへの情報提供等

3 その他の取り組み（任意） （担当部）

・ 訪日ビザ解禁に向けた取り組み等

★　第二期中期計画に記載の目標に関連
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開催日 主催者 講演会名 派遣講師 講演内容

2008年5月28日 立教大学観光学部  観光政策講座
小堀　守
(コンベンション誘致部長)

観光学部観光政策講義

2008年5月30日 群馬県観光国際協会 外国人観光客の受入勉強会
篠原　雅弘
(海外プロモーション部ＡＭ)

インバウンドの現状と誘致状況

2008年6月4日 日本百貨店協会 ＹＯＫＯＳＯ！ＨＹＡＫＫＡＴＥＮフォーラム
安田　彰
(理事)

インバウンド振興策の新たなる局面

2008年6月9日 港友会（名古屋港運協会） 港友会　6月定例会講演
間宮　忠敏
(理事長)

外客誘致の現状について

2008年6月9日 (財)日本ユースホステル協会
平成20年度ユースホステルマネー
ジャー研修会

加藤　英一
(総務部長)

外客受入：インバウンドの充実に向けて

2008年6月12日 (独）国際協力機構
平成20年度観光振興とマーケティ
ングセミナー

加藤　英一
(総務部長)

ＪＮＴＯの役割 と活動について

2008年6月16日 東海地区外国人観光客誘致協議会
平成20年度東海地区外国人客誘致促
進協議会総会

上野　裕子
(観光情報センター　ＡＭ)

外国人観光客受入の対応について

2008年6月17日 航空連合 観光政策の立案に向けた勉強会
加藤　英一
(総務部長)

外客受入対策について

2008年6月18日 立教大学観光学部  観光政策講座
加藤　英一
(総務部長)

観光学部観光政策講義

2008年6月18日 東京商工会議所 観光専門委員会講演会
谷口　せい子
(ＴＩＣセンター長)

外客誘致に向けた今後の展開

2008年6月25日 仙台商工会議所 訪日外国人受入接遇セミナー
谷口　せい子
(ＴＩＣセンター長)

訪日外国人が東北に求めるもの

2008年6月27日･28日財）環日本海経済研究所
新潟地区観光業者･行政関係者講
演会

シェスタク・ワレンティン
(海外プロモーション部)

訪日ロシア人観光客誘致について

2008年7月8日 全国市長会 第12回都市と観光に関する研究会
間宮　忠敏
(理事長)

ＶＪＣの進捗状況について

2008年7月8日 (独）国際協力機構 ＪＩＣＡによる技術協力プロジェクト事業
瀧澤　秀直
(海外プロモーション部次長)

グァテマラ観光自治関係者へのＪＮＴＯ事業
説明

2008年7月17日 国土交通省　関東運輸局 Yokoso! JAPAN シンポジウムin 関東
鶴岡　克己
(海外プロモーション部長)

更なるインバウンド振興に向けて（パネル
ディスカッション）

2008年8月11日 (独）国際協力機構 ＪＩＣＡ研修プログラム
加藤　英一
(総務部長)

南東欧地域研修生へのＪＮＴＯ事業説明

2008年9月3日 東京商工会議所 観光委員会講演会
板谷　博道
(理事)

観光庁設置後のインバウンド施策等

2008年9月8日 関西観光振興議員連盟 平成20年度総会における講演
辻　のぞみ
(海外プロモーション部Mgr)

アジアからのインバウンド事情について

2008年9月12日 静岡観光コンベンション協会 ホスピタリティーセミナー2008
水守　喜久
(海外プロモーション部AM)

韓国からの訪日旅行市場の動向について

2008年9月22日 （財）京都産業２１ 外国人観光委員会での講演
吉田　隆
(企画部次長)

ＶＪＣについて

2008年9月30日 外務省広報文化交流部 在外公館広報文化担当職員日本研修
鄭　然凡、水野　芳美
(企画部ＳＡＭ)　観光情報セン
ターＳＳ）

ＪＮＴＯの役割 と活動について

2008年10月8日 (独）国際協力機構
平成20年度観光振興とマーケティ
ングＢセミナー

加藤　英一
(総務部長)

ＪＮＴＯの役割 と活動について

2008年10月8日 和歌山大学 世界観光事情講座
鄭　然凡
(企画部ＳＡＭ)

ＪＮＴＯの活動と国際観光施策について

2008年10月10日 北海道網走支庁 オホーツク・インバウンドセミナー
柏木　隆久
(北京事務所長)

中国旅行市場の動向と今後の誘致の行方

2008年10月18日 日本国際観光学会 第9回全国大会基調講演
板谷　博道
(理事)

ＶＪＣの現状と課題について

2008年10月27日 (社）若狭三方五湖観光協会 外国人観光客と本音を語る会
薬丸　裕
(海外プロモーション部ＳＡＭ)

外国人観光客と本音を語る会

2008年10月30日 国土交通省国土交通大学校 平成20年度専門課程　観光行政研修
辻　のぞみ
(海外プロモーション部Mgr)

ＪＮＴＯの役割 と活動について

2008年11月4日 (独）国際協力機構 ＪＩＣＡ研修プログラム
鄭　然凡
(企画部ＳＡＭ)

中東地域観光開発研修団へのＪＮＴＯ事業説
明

2008年11月26日 日本国際観光学会 第41回ツーリズムフォーラム2008
間宮　忠敏
(理事長)

1000万人以降のＶＪＣについて

2008年11月28日
グレーター・ナゴヤ・イニシアティブ
協議会（事務局：経済産業省中部経
済局）

ビジットグレーター・ナゴヤキャン
ペーン・シンポジウム

平田　真幸
(海外プロモーション部次長)

ビジットグレーターナゴヤ　シンポジウムパネ
ルディスカッション

2008年12月4日 和歌山大学観光学部 和歌山大学観光学部特別講座
板谷　博道
(理事)

ＶＪＣを検証する  

 

 

 

参考資料３ 職員講演実績 
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開催日 主催者 講演会名 派遣講師 講演内容

32 2008年12月5日 富山県観光･振興局
ロシア･欧米・環日本海物流観光懇
話会

伊与田　美歴
(海外プロモーション部Mgr)

欧米からの訪日旅行者の動向について

33 2008年12月11日 (社）洞爺湖温泉観光協会 外国文化研究　講座
平田　真幸
(海外プロモーション部次長)

台湾･韓国人旅行者の特徴･受入方法につい
て

34 2008年12月15日
富士山静岡空港周辺地域経済
団体懇話会

富士山静岡空港周辺地域経済団
体懇話会講演会

水守　喜久
(海外プロモーション部AM)

韓国からの訪日旅行の動向

35 2008年12月17日
富士山静岡空港就航促進協議
会

臨時総会での講演会
間宮　忠敏
(理事長)

富士山静岡空港と観光振興について

36 2009年1月20日 東京都台東区 中国人旅行者接遇研修会
平田　真幸
(海外プロモーション部次長)

中国人旅行者の動向について

37 2009年1月22日 (社）弘前観光コンベンション協会 インバウンド観光セミナー
シェスタク・ワレンティン
(海外プロモーション部)

弘前のインバウンド観光推進戦略について

38 2009年2月2日 東北運輸局他 マーケット研究会
田口　一成
(香港事務所長)

ＦＩＴ旅行促進に向けた方策について

39 2009年2月2日 関東運輸局他 マーケット研究会
堀内　城太郎
(シドニー事務所長)

アウトドアをテーマとした旅行促進の可能性
について

40 2009年2月9日 北海道運輸局他 マーケット研究会
柏木　隆久
(北京事務所長)

新たなディスティネーションの北海道につい
て

41 2009年2月9日 中部運輸局他 マーケット研究会
山田　洋
(バンコク事務所長)

中部地域の旅行商品に向けた方策にいつい
て

42 2009年2月10日 岩手県・岩手県観光協会 訪日外国人誘客･受入研修会
田口　一成
(香港事務所長)

香港からのインバウンドについて

43 2009年2月17日
会津若松･磐梯地区国際観光振
興推進協議会

会津若松･磐梯地区インバウンド振
興講演会

塚本　恭丈
(観光情報センター長)

発想の転換による観光魅力の創出

44 2009年2月26・27日 弘前観光コンベンション協会 インバウンド観光セミナー
塚本　恭丈
(観光情報センター長)

外国人旅行者の特性について他

45 2009年2月23日
やまなしインバウンド観光推進
機構

国際観光に関する研修会
松木正信(コンベンション誘致部
SS)，惣福正光（企画部Ｓ）

国際会議誘致の現状と今後の動向他

46 2009年3月3日 東京都台東区 韓国人旅行者接遇研修会
水守　喜久
(海外プロモーション部AM)

韓国人旅行者の動向について

47 2009年3月5日 沖縄観光コンベンション協会 沖縄国際観光推進戦略フォーラム
平田　真幸
(海外プロモーション部次長)

東アジアの観光客誘致に向けた取組

48 2009年3月11日 千葉県・千葉県観光協会 ふさの国　観光みらい塾
谷口　せい子
(企画部　Ｓ．Ｓ)

着地型観光推進講座･インバウンド対策につ
いて

49 2009年3月12日 観光庁
ＪＡＰＣＯ国際会議誘致研修セミ
ナー基調講演

小堀　守
(コンベンション誘致部長)

コンベンションの現状について

50 2009年3月13日 岩手県盛岡地方振興局
盛岡地域　外国人観光客サポート
セミナー

塚本　恭丈
(観光情報センター長)

外国人観光客受入態勢整備等について他

51 2009年3月13日 観光庁 訪日外国人受入研修会
伊東　和宏
(海外プロモーション部Mgr)

東アジアからの旅行者の現状と受入のポイ
ント

52 2009年3月16日 山梨県北杜インバウンド協議会 インバウンド研修会
加藤　克志
(海外プロモーション部ＤＭ)

国のインバウンド事業について他

53 2009年3月17日 岐阜県観光連盟 おもてなし研修会
半田　雅則
(企画部　Ｍｇｒ)

アジアからの訪日旅行の動向について

54 2009年3月18日 岐阜県観光連盟 おもてなし研修会
波多腰　実
(海外プロモーション部Mgr)

アジアからの訪日旅行最新情報について

55 2009年3月17日 熊本県、(社）熊本県観光連盟
くまもと観光プロモーションネット
ワーク発足式基調講演

田中　和正
(コンベンション誘致部Mgr)

観光産業としてのコンベンションについて

56 2009年3月17・18日 (社)日本旅行業協会 第1回中連協セミナー東京･大阪会場
平田　真幸
(海外プロモーション部次長)

中国市場の最新マーケット動向について

57 2009年3月17日 松本市・松本観光協会 外国人旅行者受入セミナー
永井　優也
(海外プロモーション部ＡＭ)

インバウンド旅行市場の動向他

58 2009年3月19日
大阪おいでやす事業推進協議
会

中国人観光客インバウンド促進セミ
ナー

薬丸　裕
(海外プロモーション部ＳＡＭ)

中国観光客の旅行動向等について

59 2009年3月27日
新潟県国際観光テーマ地区推
進協議会

外国人観光客誘致研修会
中杉　元
(企画部ＡＭ)

香港からの訪日旅行の最新動向と受入れ  
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参考資料４ 地方運輸局・地方自治体等訪問実績及び地方連携の例 

 

 

ﾌﾞﾛｯ

ｸ名 
訪問先 訪問日 

ﾌﾞﾛｯ

ｸ名 
訪問先 訪問日 

北海道運輸局 H20.6.9 愛知県 H20.6.27 

㈶札幌国際ﾌﾟﾗｻﾞｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ

ﾋﾞｭｰﾛｰ 
H20.6.9 名古屋市 H20.6.27 

㈳札幌観光協会 H20.6.9 浜松市 H20.6.27 

北海道 H20.6.9 美濃市 H20.7.25 

北海道観光振興機構 H20.6.10 

  

  

中

部 

  

  中部運輸局 H20.11.5 

洞爺湖町 H20.6.10 兵庫県 H20.4.24 

富良野市 H20.9.1 大阪府 H20.9.9 

旭川市 H20.9.1 彦根市 H20.10.9 

北

海

道 

北海道運輸局 H20.10.27 

近

畿 

近畿運輸局 H20.10.29 

宮城県 H20.4.22 岡山市 H20.7.18 

山形県 H20.4.22 岡山県 H20.7.18 

仙台市 H20.4.22 広島市 H20.7.18 

福島県 H20.6.5 

中

国 

中国運輸局 H20.11.7 

  

  

東

北 

  

  
東北運輸局 H20.11.4 高知県 H20.6.10 

茨城県 H20.7.22 

四

国 
四国運輸局 H20.10.28 

関東運輸局 H20.10.31 九州運輸局 H20.11.12 

埼玉県 H20.12.15 

九

州 九州観光推進機構 H20.11.12 

関

東 

茨城県 H20.12.25 ㈶沖縄観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ H20.11.17 

新潟県 H20.6.2 内閣府沖縄総合事務局・沖縄県 H20.11.17 

新潟市 H20.6.2 

  

沖

縄 

  
那覇市 H20.11.17 

金沢市 H20.7.3 

北陸信越運輸局 H20.10.30 

石川県 H21.3.19 

北

陸

信

越 

金沢市 H21.3.19 
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＜ＪＮＴＯニュースフラッシュを通じて広報した地方連携の例＞ 

 

 (沖縄との連携) 
■ 訪日特化型の人気テレビ番組が再スタート 【バンコク発】 
 (2008.5.23 発行「JNTO ニュースフラッシュ」一部抜粋) 
 タイで二番目の訪日特化型旅行番組「Discover Japan」の放映が、4 月 20 日より再
開されました。先行の訪日特化型の旅行番組「Say Hi!」と同様、PR の媒体として高い
効果が見込まれていますが、今回はメジャー局で毎週日曜午後 3 時半から 30 分間と
いう好条件での放映となりました。 
 
 第一回目は沖縄特集で、沖縄の歴史や食と海の魅力などが紹介されました。折りし
も 4～5 月に 250 名が参加する沖縄行きのツアーが組まれており、タイミングよい放映
が、さらなる沖縄人気の高まりにつながると期待されます。第 2～3 週目は冬の北海
道特集で、氷瀑祭りや雪中露天風呂、各種ウィンタースポーツの魅力が紹介されまし
たが、これらも、タイにおける北海道人気にマッチし、評判は上々だった模様です。  
 タイで活躍する日本人俳優の佐野ヒロ氏がレポーターを務める同番組は、「タイ人
監督の下で“タイ人がイメージする日本人”を演じるたびに矛盾を感じていた」という同
氏が、ナマの日本を伝えたいと自ら制作会社を立ち上げ、放映にこぎ付けたもので
す。タイでは珍しい突撃取材型の構成が受けており、前回の放映（2007 年 11 月～
2008 年 1 月）終了後も継続を望む声が多かったようですが、今回はよりよい時間帯
で、しかも Channel 9 と NHK との提携 30 周年記念番組に位置づけられていることか
らも、同番組の人気の高さがうかがわれます。 
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参考資料５ 月例訪日外客数統計発表報道資料の例 
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参考資料６  報道発表案件一覧          

 

 

発表時期 報道発表案件 

平成２０年４月 

1. 2008 年日韓観光交流年 START!－日本から韓国へ、88 人のビデオ

メッセージ－  

2. パリ⇔東京 初の同時交通広告キャンペーン －日仏交流年を記念

して日仏共同キャンペーンが始動－  

3. 第 18 回国際社会学会世界社会学会議の日本誘致成功！  

4. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年３月推計値、１月暫定値） 

平成２０年５月 

1. 米国旅行口コミ情報サイトの観光地ランキングで「京都」がアジア部

門 1 位に選出  

2. JNTO ポルトガル語、ロシア語ウェブサイトの開設 

3. 堅調な韓国人スキー客入り込み、新潟、福島で大幅な伸び 

4. 平成 20 年度通訳案内士試験の実施 

5. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年４月推計値、２月暫定値） 

 

平成２０年６月 

 

1. YOKOSO! JAPAN トラベルマート 2008 春の実施 

2. 平成20年度「国際観光テーマ地区等推進協議会総会」を金沢で開催 

3. JNTO が通称「日本政府観光局」を使用 

4. サミット開催に併せ JNTO が洞爺湖にミニ TIC をオープン 

5. You Tube 上に日本観光動画チャンネルを開設 

6. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年５月推計値、３月暫定値） 

 

平成２０年７月 

 

1. 米国の博物館やメディアが注目する日本の地方文化   

2. 米国ヒスパニック富裕層の訪日旅行市場開拓に向けた新しい取組み                

3. 訪日ショッピングＰＲに向け中国銀聯と初のタイアップ事業 

4. 「日出ずる国」のミシュラン・グリーンガイドが誕生 

5. JNTO が国際会議開催地選定のキーパーソンを日本に招請 

6. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年６月推計値、４月暫定値） 

平成２０年８月 
1. 観光統計資料集「JNTO 日本の国際観光統計（2007 年）」を発行 

2. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年７月推計値、５月暫定値） 

平成２０年９月 

1. 第 5 回 JNTO 特別顧問会議を開催－経団連会長御手洗冨士夫氏が

座長- 

2. タイの国民的スターと連携した九州プロモーション 

3. 中国・香港市場においてハローキティを活用したプロモーションを本

格展開  
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4. 2007 年の国際会議開催統計(UIA 暫定値統計)発表 

5. JNTO 訪日外客消費動向調査 2007（速報） 

6. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年８月推計値、６月暫定値） 

平成２０年１０月 

1. JNTO 国際観光白書 2008 を発行 

2. 「2009 日本香港観光交流年」の実施について 

3. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年９月推計値、７月暫定値） 

平成２０年１１月 

1. 中国国際旅游交易会(上海)で最大規模の訪日観光 PR を展開 

2. 大阪府、福岡県などの訪問率が上昇－JNTO が訪日外客実態調査

2007-2008（外国人旅行者の国内訪問地データ）調査結果速報を発

表－ 

3. 日本の国際コンベンション開催統計発表－JNTO コンベンション統計

2007－ 

4. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年１０月推計値、８月暫定値） 

平成２０年１２月 

1. 「平成 20 年度日本政府観光局（JNTO）国際会議誘致・開催貢献賞」 

受賞会議の決定および表彰 

2. 受入対策向上に活かしたい外国人旅行者の生の声 

～JNTO が来訪外国人旅行者を対象に調査～ 

3. 日本で唯一のコンベンション見本市・国際ミーティング・エキスポ

「IME2008」を開催 

4. 韓国で訪日教育旅行セミナーを開催 過去最大規模の参加者数 

5. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年１１月推計値、９月暫定値） 

平成２１年１月 

1. 平成 20 年度通訳案内士試験の合格発表等 

2. 日本に関する旅行ガイド「ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン」が初登

場 

3. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年１２月推計値、１０月暫定値） 

平成２１年２月 

1. 米国最大の自動車レース開幕戦に「Car No.01 Yokoso! Japan 

TOYOTA」出場 

2. 国際会議支援セミナーと国際会議海外キーパーソン招請事業を実施 

3. WBC 東京ラウンドにて日本政府観光局（JNTO）が PR を実施 

4. JNTO 訪日外客訪問地調査 2008 結果速報 

5. 英国の人気旅行雑誌「ワンダーラスト」が満足度の高い観光地ランキ

ングを発表－日本が第 1 位に！ 

6. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年１月推計値、１１月暫定値） 

平成２１年３月 
1. 2014 年国際法曹協会（IBA）年次総会の日本開催決定 

2. 訪日外客数・出国日本人数（２００８年２月推計値、１２月暫定値） 
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参考資料７ 職員寄稿記事及びプレスリリース掲載記事          

 

 

トラベルジャーナル ２００８年４月２８日号            旬刊旅行新聞  ２００８年１１月２１号 

              
                                        

   旬刊旅行新聞  ２００９年２月２１号             

                          

 

 

 

海外事務所職員が国内旅行業界誌に最新現地マー

ケット情報を寄稿した。トラベルジャーナルへは４月か

ら６月まで、月２回、海外事務所が持ち回りで「Selling 

Japan～海外マーケットは今～」を執筆し、旬刊旅行新

聞へは月１回、アジア地区の事務所が持ちまわりで

「アジアの旅行動向～海外宣伝事務所最新リポート

～」を執筆した。  

 

また、週刊観光経済新聞においては、「視点・日本の

観光」と題し、月２回、役員がリレー形式により JNTO

の活動の紹介や訪日インバウンドの最新トピックスに



 80 

参考資料８ 特別顧問会議、アドバイザリー・コミッティのメンバー   

 

特別顧問会議(全１５名) アドバイザリー・コミッティ(全１３名) 

御手洗 冨士夫

  

座長 

(社)日本経済団体連合会 

会長 

森地 茂 座長 

政策研究大学院大学 

教授 

大塚 陸毅 東日本旅客鉄道（株） 

取締役会長 

（社）日本経済団体連合会 

観光委員会委員長 

五十嵐 徹 産経新聞社 

論説副委員長 

小倉 和夫 独立行政法人 

国際交流基金理事長 

田崎 史郎 時事通信社解説委員長 

金井 耿 （社）日本旅行業協会会長 

（株）日本旅行代表取締役 

会長 

寺田 輝介 ㈶フォーリン・プレスセンタ

ー理事長 

佐藤 茂雄 （社）日本民営鉄道協会会長 生江 隆之 ㈳日本経済団体連合会 

観光委員会企画部会長 

佐藤 義正 （社）国際観光旅館連盟会長 

ホテル大観代表取締役社長 

原 真人 朝日新聞社論説委員 

寺嶋 潔 （財）運輸政策研究機構顧問   丸山 淳一 読売新聞社論説委員 

飛田 克夫 ｼﾞｬﾊﾟﾆｰｽﾞ ｲﾝ ｸﾞﾙｰﾌﾟ会長 

旅館浅草指月社長 

アイシャ・レバイ

ン 

元亀岡市国際交流員 

 

中村 徹 （社）日本観光協会会長 ア ン ド リ ュ ー ･  

M･リー  

アイポニックス･ジャパン㈱

代表取締役 

中村 裕 （社）日本ホテル協会会長 

（株）ロイヤルパークホテル 

代表取締役社長 

孔 怡 ㈲天怡  

代表取締役 ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ 

西松 遥 定期航空協会会長 

（株）日本航空 

代表取締役社長 

ドラ・トーザン エッセイスト・ 

国際ジャーナリスト 

額賀 信  (株)ちばぎん総合研究所   

取締役社長 

李 容淑 ㈱リンカイ取締役社長 

舩山 龍二 （社）日本ツーリズム産業団体

連合会会長 

  

向山 秀昭 帝京大学教授   

山田 啓二 京都府知事   

※肩書きは全て、開催当時のもの。
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参考資料９  訪問地調査の概要                           

 

 

調査の概要 
 

調査時期 

 2007 年度版 夏（2007 年 7～8 月）、秋（2007 年 10 月）、冬（2008 年 2 月） 

 2008 年版 冬（2008 年 2 月）、夏（2008 年 7～8 月）、秋（2008 年 10 月） 

 ※2008 年 2 月に行った調査結果は、2007 年版及び 2008 年版の双方に含まれてい

る。 

 

調査項目 

（１） 日本旅行中の訪問地、滞在期間、宿泊地等  

（２） 調査対象外客の属性（居住地、性、年齢）、訪日目的、旅行形態等 

 

調査対象 

 日本旅行を終え、新千歳、仙台、成田、羽田、中部、関西、福岡、那覇の各国際空

港および博多港（海港）から出国しようとしている、滞在期間が 2 日以上、3 カ月以内

の海外居住の外国人旅行者 

 

調査方法 

 各空港の出国待合室において、外国語能力を備えた調査員がインタビュー形式で

質問し、調査員が調査票に回答を記入した。言葉が通じない場合は、調査対象者が

最も回答しやすい言語（英語・中国語［繁体字及び簡体字］・韓国語・タイ語・フランス

語・スペイン語・ロシア語）で表記されている調査票を選び、自ら記入した。 

 

標本数 

 2007 年度版 14,535 票（夏：4,722 票、秋：4,993 票、冬：4,820 票） 

 2008 年版   14,963 票（冬：4,820 票、夏：5,181 票、秋：4,962 票） 
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参考資料１０ 「JNTO国際観光白書2008」の発行          

 

 

 

日本の外国人訪問者数、世界で 28 位に！『JNTO 国際観光白書 2008』を発行                  

※平成２０年１０月３日報道発表から抜粋。 

 日本政府観光局（JNTO）は、日本と世界の国際観光の現状を分かりやすく解説した『JNTO 国際観光白書

2008』（A5 版）を発行した。本書では近年急増している訪日外客にスポットを当て、外客誘致のために官民が一

体となって展開しているビジット・ジャパン・キャンペーンの現状や、訪日旅行市場として有望な世界 15 カ国・地域

の経済・社会状況や外国旅行の最新動向などを幅広く掲載している。主な内容は以下の通り。 

１．世界の国際観光の動向 

① 2007 年の世界の国際観光客数は、前年比 6.6％増の 9 億 330 万人と過去最高を記録。国別の１位はフラン

ス（8,190 万人）で、日本は 28 位（835 万人）と 2006 年よりも 2 位上昇した。 

② 2007 年に国際観光収入が最も多かった国は米国（967 億米ドル）で、日本は 26 位（93 億米ドル）と、2006 

年よりも 4 位下がった。 

③ 2007 年に国際観光支出が最も多かった国はドイツ（829 億米ドル）で、日本は円安と海外旅行者の減少によ

り 7 位（265 億米ドル）と 2006 年よりも 2 位下がった。 

２．日本の国際観光の動向 

① 2007 年の訪日外客数は、VJC 効果、円安基調、航空座席供給量の増加などにより、前年比 13.8％増、過去

最高の 835 万人を記録した。国・地域別では韓国、台湾、中国、米国、香港が上位を占め、これら 5 市場で訪日

外客全体の 74.0％を占めた。 

② JNTO の調査によると、訪日外客の旅行動機の 1 位はショッピングであった。特に香港人は、回答者全体の

70％がショッピングを訪日動機として挙げるほど関心が高かった。 

③ 2007 年の日本人海外旅行者数は、前年比 1.4％減の 1,729 万人であった。日本人の海外旅行先は 2006 年

に続き 2007 年も中国が首位を守った。 

３．日本と諸外国との国際観光交流 

① 中国から日本へのクルーズ旅行が人気上昇。夫婦、友人、家族との旅行が主流を占め、船内でのイベントも

人気の秘訣。 

② 韓国人の訪日スキー客は順調に増加し、年間で1 万 5 千人を記録。「スキー＋温泉」の人気旅行商品に加え

て、都市観光やショッピングを組み合わせた旅行商品も増加。 
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参考資料１１ 第６回インバウンド旅行振興フォーラム開催報告                       

 

 

平成 21 年 2 月 6 日、日本政府観光局（JNTO）は「第 6

回インバウンド旅行振興フォーラム」を東京のベルサー

ル神田で開催しました。全国から地方公共団体、宿泊

施設、旅行会社、運輸機関など、JNTO の賛助団体及

び会員の皆様を中心におよそ 400 名の方々にご出席

いただきました。 

 

毎年ご好評を頂いております海外事務所長との「個別

相談会」を賛助団体・会員の皆様を対象に午前 9 時 30

分から午後 6 時 10 分まで開催しました。 

 

加えて、個別相談会と並行して、各海外事務所長によ

る「市場説明会」も開催しました。さらに、皆様からのお

問い合わせの多い、調査研究に関する説明も行いまし

た 

  

また、当日の夜に開催した「交流会」にも、多くの皆様にご参加いただき、意見交換、

ビジネスコンタクトの場として、この機会をご活用いただきました。 

ご参加いただきました皆様には心より御礼申し上げます。  

（上記報告は以下のウェブサイトから抜粋） 

http://www.jnto.go.jp/jpn/biz_partners/inbound_forum_info.html 
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参考資料１２ 日仏共同キャンペーン報道資料                                
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参考資料１３  ウェブサイトの言語別アクセス数推移                               

 

平成１９年度～平成２０年度の JNTO ウェブサイト言語別アクセス数（pv） 

 平成20年度増加率 

 
平成19年度 平成20年度 

対平成19年度 

英語 26,817,929 28,653,621 6.8 %  

韓国語 12,113,641  9,079,742 -25.0 % 

中文繁体字 6,271,563 11,183,361 114.4 %  

中文簡体字 1,770,208 3,794,837 78.3 %  

ドイツ語 748,899 1,152,662 53.9 %  

フランス語 1,367,708 2,503,473 83.0 %  

タイ語 714,006 1,127,467 57.9 %  

ロシア語 --- 70,141 --- 

ポルトガル語 --- 244,561 --- 

日本語 4,377,148 4,377,148 19.5 % 

※上記以外に各言語に分類しないアクセスがある。 
※日本語による観光情報の提供は行っていない。 
※ロシア語は平成２０年４月、ポルトガル語は平成２０年５月に JNTO サイトとして運用開始。 
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言語別地域観光情報アクセスランキング（上位２０位） 

 

                           英語 韓国語 中文簡体字 中文繁体字 

1 新宿 新宿 新宿 新宿 

2 箱根 渋谷 銀座・日本橋 札幌大通公園 

3 皇居周辺 お台場 秋葉原 軽井沢 

4 渋谷 池袋 箱根 富良野 

5 札幌大通公園 銀座・日本橋 札幌大通公園 心斎橋 

6 浅草 原宿・表参道 渋谷 箱根 

7 秋葉原 札幌大通公園 浅草 お台場 

8 銀座・日本橋 東京中心部 心斎橋 浅草 

9 富士山(静岡) 博多 お台場 小樽 

10 日光市内 赤坂・六本木 皇居周辺 京都駅周辺 

11 上野 大阪城 池袋 名古屋城 

12 京都駅周辺 梅田 赤坂・六本木 池袋 

13 東京中心部 秋葉原 京都駅周辺 函館 

14 赤坂・六本木 浅草 東京中心部 旭川 

15 原宿・表参道 心斎橋 上野 渋谷 

16 祇園・河原町 道頓堀 原宿・表参道 原宿・表参道 

17 池袋 那覇市内 大阪城 銀座・日本橋 

18 高山 小樽 小樽 秋葉原 

19 梅田 函館 梅田 上野 

20 お台場 中州・天神 祇園・河原町 梅田 

※網掛は都内の観光地。 

※地域観光情報は英、韓、中文（簡体字、繁体字）の４言語で提供。 



 87 

 

JNTO ウェブ地域観光情報閲覧端末の所在国ランキング（上位２０位） 

 

順位 英語 韓国語 中文簡体字 中文繁体字 

1 アメリカ合衆国 20.4% 韓国 70.2% 中国 44.7% 香港 49.4% 

2 日本 18.8% アメリカ合衆国 23.7% 日本 33.8% 台湾 23.2% 

3 シンガポール 11.3% 日本 4.0% アメリカ合衆国 8.0% 日本 11.2% 

4 オーストラリア 6.7% 中国 0.3% 香港 3.1% 中国 5.7% 

5 マレーシア 5.1% マレーシア 0.3% マレーシア 2.0% アメリカ合衆国 4.8% 

6 タイ 4.6% カナダ 0.2% シンガポール 1.8% マカオ 0.9% 

7 香港 4.1% 香港 0.1% ロシア 0.9% カナダ 0.9% 

8 イギリス 3.7% オーストラリア 0.1% アラブ首長国連邦 0.9% オーストラリア 0.7% 

9 カナダ 3.6% モロッコ 0.1% 台湾 0.7% マレーシア 0.5% 

10 中国 3.1% アルゼンチン 0.1% オーストラリア 0.6% シンガポール 0.5% 

11 スペイン 1.4% イタリア 0.0% イギリス 0.5% イギリス 0.3% 

12 ドイツ 1.2% イギリス 0.0% カナダ 0.5% アラブ首長国連邦 0.2% 

13 欧州連合 1.2% セネガル 0.0% スペイン 0.3% 韓国 0.2% 

14 フランス 1.1% ドイツ 0.0% 韓国 0.3% ロシア 0.1% 

15 イタリア 1.0% アラブ首長国連邦 0.0% モロッコ 0.3% ルーマニア 0.1% 

16 韓国 0.8% ニュージーランド 0.0% ルーマニア 0.2% モロッコ 0.1% 

17 オランダ 0.8% シンガポール 0.0% スウェーデン 0.2% スウェーデン 0.1% 

18 アラブ首長国連邦 0.7% ポーランド 0.0% フランス 0.2% フランス 0.1% 

19 台湾 0.6% ベトナム 0.0% マカオ 0.2% 欧州連合 0.1% 

20 インドネシア 0.6% タイ 0.0% ベトナム 0.1% ニュージーランド 0.1% 

※JNTO ウェブ地域観光情報を閲覧した端末が所属する国のランキング。 

※「欧州連合」は、EU を一つの国と見なしたインターネット上の分類。２００５年に新設された。 

 

 

 



 88 

参考資料１４ 「Visit Japan Channel」のトップページ                              

 

            

 
http://www.youtube.com/visitjapan 
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【YouTube 上に日本観光動画チャンネルを開設】   (平成 20 年６月３０日プレスリリ

ース抜粋) 

 

日本政府観光局（JNTO）は、6 月 30 日に日本観光に関する動画チャンネル「Visit 

Japan Channel」（http://www.youtube.com/VisitJapan）を開設します。 これは、世界

最大の動画サイトである YouTube（http://www.youtube.jp）に、日本の観光魅力を動

画で発信する公式チャンネルを設けるものです。すでに海外では、香港、インド、ニュ

ージーランドなどの各政府観光局が YouTube 上に同様の動画サイトを設け、観光プ

ロモーション活動を行っています。 

 JNTO は現在、地方公共団体などの事業パートナーの方々から頂いた観光写真を

フォト･ライブラリーとして公開していますが、近年観光プロモーション DVD をお預かり

することが増えており、その有効活用方法として今回動画チャンネルを開設すること

にしました。 

 現時点では、ビジット･ジャパン･キャンペーンのプロモーション･ビデオをはじめ、北

海道の自然の魅力などのビデオを見ることができます。当面は、使用許諾を頂いてい

る動画を中心に公開していく計画ですが、動画チャンネルへのアクセス状況を見なが

ら、広く動画の提供をお願いしていきたいと考えております。 

 今後は、登載する動画の拡充を図るとともに、JNTO ウェブサイトに掲載されている

関連地域の詳細情報と相互にリンクを張ることで、日本観光宣伝に関する相乗効果

を図っていく予定です。 
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参考資料１５ 新たに開設したローカルサイトのトップページ（ポルトガル語）   

 

 

 

 ブラジルにおいては近年訪日旅行者の増加が著しく（2007年は18,853人）、2002年

にJNTOサンパウロ事務所が閉所して以来閉鎖されていたポルトガル語サイトを、

2008年の日本ブラジル交流年に合わせてリニューアルオープンしました。 

 国内60箇所の観光地情報を最新情報に更新したほか、新たに宿泊施設のデータベ

ースを追加し、ポルトガル語の日本案内パンフレット（PDF）のダウンロードも可能な仕

様となっています。更に、500箇所の観光地についてより詳細に紹介しているJNTO英

語サイト（http://www.jnto.go.jp/eng/）や特に有用な他サイトへのリンクを40箇所以上

設け利用者の便をはかっており、ポルトガル語圏の方々に日本を旅行先に選んでも

らい、また日本旅行を決定した方々が準備を行うために必要な情報を盛り込んだサイ

トとなっています。 (平成20年5月13日プレスリリース抜粋) 
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参考資料１５ 新たに開設したローカルサイトのトップページ（ロシア語）  

 

   

昨今の目覚しい経済成長を背景にロシアの外国旅行マーケットも勃興著しく、訪日

ロシア人数は英国、フランス、ドイツに続き、欧州地域で第4位となっています（2007年

は過去最高の64,244人）。ロシアでも日本文学や日本映画、日本食への関心が高ま

るなど日本ブームが起きており、訪日旅行促進には絶好の機運となっています。 

 今般、JNTOでは、昨年度作成し好評を博したロシア語版訪日旅行パンフレットの内

容に沿ってウェブページを作成し、訪日旅行に必要となる基本情報を掲載しました。 

(平成20年5月13日プレスリリース抜粋) 
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参考資料１６ 平成２０年度のフォトライブラリーの利用状況  

 

 

ダウンロード件数画像別上位１０位 

順

位 

印刷用 件数 壁紙用 件数 

1 富士山と桜１（山梨） 952 富士山と桜１（山梨） 2974 

2 円光寺１（京都） 614 円光寺１（京都） 2351 

3 富士山と忠霊塔（山梨） 589 新宿（東京） 1314 

4 新宿（東京） 386 富士山と忠霊塔（山梨） 1237 

5 レインボーブリッジ（神奈

川） 

337 栗林公園（香川） 989 

6 富士山と桜２（山梨） 245 レインボーブリッジ（神奈

川） 

715 

7 東京タワー（東京） 233 富士山と桜２（山梨） 631 

8 大阪城（大阪） 214 東京タワー（東京） 516 

9 栗林公園（香川） 208 姫路城（兵庫） 493 

10 秋葉原（東京） 207 円光寺２（京都） 468 

 

 

ダウンロード件数国別上位１０位 

（印刷用及び壁紙用：日本国内からは除く） 

順位 都道府県 件数 

1 アメリカ合衆国   334,828 

2 大韓民国  32,687 

3 タイ  31,259 

4 中華人民共和国  22,298 

5 香港  14,545 

6 ドイツ  13,849 

7 シンガポール  12,360 

8 ベルギー  10,778 

9 イギリス  10,558 

10 オーストラリア 9,933 
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参考資料１７ メディア広報事業実績の内訳 
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参考資料１８  海外事務所発行のニュースレターの例(トロント事務所発行)      
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参考資料１９ ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン発行          

 

ガイドブック名：ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン（MICHELIN Le Guide Vert Japon） 

発行年月日：平成 21（2009）年 3 月 16 日 

発行部数：10,000 部（初版） 

ページ数：456 ページ 

内容の特色： ミシュラン･グリーンガイドは 1926 年から刊行されている、歴史や文化、美術、建築、

ドライブ周遊コースなど名所案内の情報を盛り込んだガイドブックである。歴史・文化

の面を中心にフランスのガイドブックとしては NO.1 との評価があり、リピーターのため

の情報としても充実している。数年前からのパリ事務所の働きかけもあり、ミシュラン

社の「日本」の旅行ガイドブックとしては、平成 19（2007）年 4 月に発行された実用旅

行案内ガイドブック（MICHELIN Voyager Pratique Japon）に続いて発行された。フラン

ス語版に続き、平成 21（2009）年 9 月には英語版が発行される予定。 

ミシュラン・グリーンガイド・ジャポンでは東京、京都、中部、中国、四国、九州、沖縄、

東北、北海道が取り上げられているほか、「日本を理解する」という章が設けられてお

り、仏像からパチンコまで日本文化の多様な側面が紹介されている。また、ある国を

深く知るためには、その国に住む人々を知ることが最良の方法として、様々な職業、

年代、地域の日本人が日本文化と生活の知恵についても紹介している。本ガイドブッ

クの発行については、日本国内のメディアでも大きく取上げられ、地方の観光魅力の

発掘にも貢献した。 

                

 

 「ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン」の特徴 （平成 21（2009）年 1 月 30 日付プレスリリースより） 

・ 41 点の地図と案内図：見所を一覧できる地図、8 点の地域図、観光地とホテル・レストランの

所在地を入れた 30 点の都市図、富士山と阿蘇山の案内図。 

・ 紹介された全ての地名と、実用情報の欄に掲載されたホテル・レストランなどの施設名を日本

語で表記。 

・ 役立つ問合せ先一覧：予算に合わせて選べる宿泊施設やレストラン、店舗や喫茶店、運動施

設やレジャー施設など外出にお薦めの 350 カ所を超える施設を掲載。 

・ 仏日単語帳と、屋内でのスリッパの使い方や温泉の入り方など、失敗を避けるための知恵の

数々を紹介。 
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※Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ（ＪＴＳ）の登録を 

開始したトロント事務所ウェブサイトのトップページ 

 

E-learning を開始【トロント発】 (平成 20 年 9 月５日 JNTO ニュースフラッシュ Vol.245 抜粋) 

  

トロント事務所ではこれまで訪日ツアーの造成販売支援に力点を置いた事業の展開をカナダで

行ってきましたが、販売の第一線に立つ同国の旅行会社の職員の多くが日本旅行に関する知識

がややもすると乏しく、これが販売促進上のネックの一つとされていました。これを解決するため、

同所では 8 月 21 日から旅行業関係者を対象とする E-learning 事業（オン・ライン研修事業）を開

始しました。 

 同オン・ライン研修事業は同所ローカルサイト（http://www.jnto.go.jp/canada/）上で運営され、３

つのコースから構成されています。各コースには教材と理解度を確認するための設問が掲載され

ています。 

コース・Ⅰ： 地理、歴史、文化、通貨、交通、宿泊などの基本情報。設問：12 問。 

コース・Ⅱ： 観光情報（北海道、東北、関東、中部・北陸・信越、関西、中国、四国、九州、沖縄の

9 地域に区分し紹介）。設問：7 問。 

コース・Ⅲ： 日本旅行の魅力とスクールトリップ促進するための教材。設問：5 問。 

 受講者が上記 3 コースを修了すると日本旅行に関する基礎的知識が修得される仕組みとなって

います。 

 今回の研修事業では合計 24 の設問の内、19 問以上に正解した受講者に Japan Travel 

Specialist(JTS)としての資格証明書が授与されます。来年 2 月末までの JTS 認定者から抽選で 4

名に日本航空及びエアー・カナダの協力により日加間往復航空券が提供される他、認定者には

JNTO が実施あるいは関与するセミナーやトラベル・マートなどの事業への優先的な参加、印刷物

等セールス・ツールの提供やニュースレターの定期的な配信がなされます。 

 なお、今回はカナダの旅行業界誌、Travel Courier 誌（週刊）の 8 月 21 日号で本事業に関する

記事が大きく紹介され、同地旅行業者の関心を集めています。また、同誌には 8 月 28 日を皮切り

に来年 2 月中旬まで合計 9 回の事業広告が掲載され受講者の募集を行うことになっています。 

参考資料２０  カナダでの Japan Travel Specialist(JTS)事業        
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参考資料２１  ビジット･ジャパン案内所とは                      

 

 

    

大宮駅観光案内所＜埼玉県＞             弘前市立観光館＜青森県＞  

 

「ビジット･ジャパン案内所（略称：「V」案内所）」とは、全国各地で観光客に情報を提供する対面

式の案内所のうち、外国語を話すスタッフが常勤する、外国語パンフレットを常備する等、外国人

観光客が利用しやすい環境を整えた案内所について、国際観光振興機構（JNTO）が指定してい

るものです。 

 

JNTO では、「V」案内所間のネットワークを確立し、印刷物やＥメール、研修会等によりネットワー

ク内での情報交換・共有化を進め、外国人観光客が独り歩きできる全国レベルでの環境整備を展

開しております。 

 

「V」案内所の所在地は、各地の観光情報とともに海外１３箇所の JNTO 観光宣伝事務所等で配

布しているJNTO外国語日本観光宣伝印刷物や、多くのアクセスを誇るJNTOウェブサイトに掲載

され、広く全世界に PR されています。 

 

｢V｣案内所は、地方自治体などの公的団体や鉄道会社等、官民のさまざまな組織が運営を行っ

ており、平成２１年４月１日現在で全国に２３２箇所あります。 

 

JNTO は、外国人旅行者が最も集中する東京において、ツーリストインフォメーションセンター

（TIC）を運営し、全国の観光案内所の中核的存在として外国人来訪客に対し、各地の｢V｣案内所

が提供している着地情報に加えて、日本についての一般基本情報、全国観光地情報を総合的に

提供しています。さらに、TIC 内に「V」サポートセンターを設置し、全国の「V」案内所への全面的な

バックアップを行っています。 

 

各地の｢V｣案内所には、外国人客がすぐに認識できるよう、「？」で

表した右記の共通マークが掲示されています。 
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参考資料２２  ビジット・ジャパン案内所の所在地                

●札幌（3）

●函館(2) 

青森（3）●

●盛岡（3）

● 仙台(2) 
山形空港● 
（東根） 

●山形(2) 

●会津若松（2） 新潟●

●日光（4） 
●宇都宮 

●-------------------------松本(3) 

富山(2)・高岡(1)● 

高山(3)-----------------------------● 

●名古屋(7) 

金沢(2)● 

白浜● 

鹿児島（3）●
●宮崎

● 
湯布院(1)･別府(1) 

●松山 
（3） 

●高知 
●徳島

● 

高松

福井----------● 

●那覇(4) 

【A】 
●熱海 
●------伊東 ●彦根 

大
津
(2) 

● 

【A】 

つくば● 
 ●土浦 

●成田（4） 
●----------千葉（3） 

●-------横浜（5）富士河口湖(2)● 
富士吉田● ●-----------鎌倉 

●奈良 
（6） 

【B】 

【B】 

広島（6）● ●尾道
●福山●倉敷(2) 

●岡山(2) 
姫路● ●神戸(3） 

●宝塚

●大阪(6) 

【C】 

【C】 ●福岡（5） 

有田● ●武雄 
●嬉野

●長崎（2）
●熊本
●益城 

平成 21 年 3月 31 日現在 

  （注）都市名に付記された（ ）内の数は 

    案内所数である。 

松江● ●弘前（2） 

●田沢湖 

●伊勢（3） 

●静岡

●大沼

●八戸 

●一関

●十和田八幡平 

●淡路

●長野 

●浜松

●十和田湖 

● 

●高崎 

●柏

●宮島(3) 

秋田(2)● 
角館

●福島（3） 

●三沢

男鹿●

千歳(2)● 

山口● 

● 松島 

京都（5）● ● 
中部国際空港(1)･常滑(1)

下呂(2)--------------● 

●郡山 

●さいたま(3) 

●------------------岐阜 

●-------鬼怒川・川治温泉 

 ●館山 

●太宰府（2） 

●安来市 

●美幌町 

●境港市 

●平泉 

●新宮 ●今治(2) 

新発田● 

●旭川 
●富士山中湖 

●霧島 

●阿蘇(2) 

●鳴子温泉(2) 

●関西国際空港 

洞爺湖● 

●--------------山ノ内町(3)【含む;志賀高原(1)・湯田中温泉(1)】 

●阿寒 

●下田(2) 

●富良野(2) 

●
甲
賀 

佐渡(2)● 

萩●

●登別

●---------------------------------乗鞍高原 

● 

【東京】 

台東区（6） 

新宿区 

千代田区 

江戸川区 

港区 

品川区 

目黒区 

中央区 

川越● 

●鳴門 

甲府● 

●前橋 

箱根(4) 

● ● 

小田原 

●---------------------------千曲 

安曇野-------------------------● 

大垣------------------● 
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参考資料２３  洞爺湖サミット開催に合わせて、TIC を開設  

 

 

＜ツーリスト・インフォメーション・センター開設告知のチラシ＞ 

 

Tourist Information Center
is OPEN

between 9:00 am to 10:00 pm (July 1st to 10th)

We provide tourist information on Japan .
You can also experience

☆ Tea Ceremony & Japanese Sweet 
☆ Flower Arrangement
☆ Kimono/Yukata
☆ Koto (Japanese traditional instrument)

and  much more!
On the 2nd floor, Hokkaido Photograph Exhibition is 

held.

TIC

Grand
YOYA
hotel

TOYA
KANKO

hotel

TOYA
PARK
hotel

Koto Tea Ceremony

+
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参考資料２４  通訳案内士試験業務における市場化テストの入札対象事業        

 

 

 

 

 

○試験監督員、補助員手配
○試験問題海外発送（外務省等と調整）
○筆記試験実施（国内）（海外会場は機構）
○試験委員への採点依頼・採点
○合否協議・合否判定委員会開催
○合格者決定・合格発表・合格者名簿

作成合否通知発送
○口述試験会場・教室数等確定
○口述試験委員確保

○試験日程決定
○筆記・口述試験会場手配
○試験施行要領等作成（印刷等）
○官報公示
○試験委員選任・試験問題作成
○試験問題チェック

○試験施行要領等配付（機構本部でも配付）
○願書受付（電子申請は機構）
○願書チェック（電子申請は機構）
○筆記試験会場・教室数等確定
○受験票発送
○試験問題チェック

○試験監督員、補助員手配
○口述試験実施
○合格者決定・合格発表・合格者名簿

作成合否通知発送

○官報公示

１．事前準備（１～５月） ２．願書配付～受験票送付（５～８月）

４．口述試験～合格発表（１２～１月） ３．筆記試験～合格発表（９～１１月）

※下線部分が市場化テストの入札対象事業



 101 

参考資料２５  平成２０年度事業計画の別添１及び別添２  

 

（別添１）平成２０年度事業計画（海外宣伝業務） 

 

１．各市場共通 

 

 機構の海外事務所がある各市場においては、海外事務所を中心に、海外の旅行会

社、メディア等の関係者とのネットワークを構築し、以下のとおり、市場動向の把握・

分析を行うとともに、海外の一般消費者、旅行会社、メディア等に対して日本の観光

魅力の情報発信、情報提供を行う。 

● ＷＥＢサイトやパンフレットの配布等を通じて、一般消費者に対して、日本の観光

情報等の提供を行う。 

● 海外のメディアに対して、取材先にふさわしい観光地の情報提供、必要に応じて

取材の手配等を行う。 

● 我が国の観光魅力の紹介や、観光施設の開業等に関する情報に関するニュース

レターを作成し、海外のメディア、観光関連業界等に向けて配信する。 

● 旅行会社をはじめとする観光関連業界等に対する聞き取り調査等を行い、旅行

者の嗜好の変化、訪日ツアーの動向等の市場情報を収集する。 

● 現地の旅行会社等を対象とする日本観光セミナーを開催し、訪日旅行商品の造

成を支援する。 

 

２．韓国市場 

 

● 夏に向けては２０～３０代女性を、秋（秋夕：９月）及び冬シーズン向けには２０～３

０代を、それぞれターゲットとしたテレビ、雑誌、屋外ビジョン、シネアド等への広告

宣伝を、「ビジット・ジャパン・キャンペーン観光親善大使・ＹＵＮＮＡさん」の活用と

合わせ、実施する。 

● 前述の夏・秋・冬シーズン向け広告宣伝事業に連動させ、機構のＷＥＢサイトにお

いて、地元有力企業とのタイアップ等による「キャンペーン」を実施する。 

● 「日韓観光交流年」事業としての「観光交流年オープニングセレモニー」、「日韓観

光交流の夕べ」及び「第４回日韓交流おまつり」、また韓国最大規模の旅行見本

市「ＫＯＴＦＡ」への地方自治体、民間事業者との共同出展等の事業実施によりメ

ディア露出の機会を増加させ、日韓両国の友好ムードを醸成させる。 

● 訪日教育旅行を誘致するため、有力な旅行会社を招請し、日本の受入れ関係者

との商談会を実施する。商談会後は自治体主体で地方視察を行なう。また、韓国

の主要都市においても各地区の旅行会社と日本の受け入れ関係者との商談会を
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行なう。さらに、旅行会社からの「学校訪問」の問い合わせに対し、日本国内の訪

日教育旅行促進のための地域協議会、関係団体、学校等を紹介する「マッチング

サービス」を実施する。 

● 訪日スキー旅行商品の造成を支援するため、有力旅行会社を９月に日本へ招請

し、韓国、香港、シンガポールの３市場合同の商談会を開催する。また、商談後、

地方自治体、関係団体等の協力の下、ファムトリップ（地方視察）を実施する。 

 

３．中国市場 

 

● 北京、上海、広東省に加え、瀋陽、大連、南京、杭州、深セン等在住の富裕層・新

興中間層を対象として、夏、秋、冬、春の各シーズンに向けた広告宣伝事業を、

有力新聞、ＴＶ、地下鉄車両内広告等を活用して実施する。 

● ＴＶ番組を活用した観光魅力ＰＲの映像資料を機構のＷＥＢサイトのコンテンツと

し、その２次・３次利用を行うことで、効果の最大化を図る。 

● 地方自治体、民間事業者と連携し実施していた「ジャパンフェスタ」は１１月に上海

で開催される中国最大規模の旅行見本市「ＣＩＴＭ」に発展的に集約する。 

● 訪日教育旅行を誘致するため、有力な教育関係者、訪日教育旅行取扱旅行会社

を招請し、モデルルートを視察してもらうとともに、日程の中で日本側の自治体や

受入れ機関との意見交換会を実施する。さらに、旅行会社からの「学校訪問」の

問合せに対応し、日本国内の訪日教育旅行促進のための地域協議会、関係団

体、学校等を紹介する「マッチングサービス」を実施する。 

● ＪＴＳ（Japan Travel Specialist）育成事業については、従来主要都市において集合

教育で行なってきた形式を、Ｅラーニングに切り替え、受講者の拡大を図る。また

新たに上級コースとしてテーマツアーの企画セミナーを設定し事業の高度化を図

る。 

 

４．香港市場 

 

● 夏、冬（クリスマス、旧正月）、春（イースター）の各シーズンに向け、２０～３０代の

女性や家族旅行を主要ターゲットとした広告宣伝事業を、新聞、雑誌、交通広告、

屋外広告等を活用して実施する。 

● 訪日リピーター需要の喚起を図るため、機構のＷＥＢサイトにおけるコンテンツの

充実を図るとともに、各シーズン向けに実施するメディア広告や香港で唯一最大

の旅行見本市「ＩＴＥ」出展事業（６月）において機構のＷＥＢサイトへの誘引を働き

かける。 

● 訪日スキー旅行商品の造成を支援するため、有力旅行会社を９月に日本へ招請
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し、韓国、香港、シンガポールの３市場合同の商談会を開催する。また、商談後、

地方自治体、関係団体等の協力の下、ファムトリップ（地方視察）を実施する。 

 

５．タイ市場 

 

● バンコク在住富裕層、中間層を主要ターゲットとし、学校が長期休暇となる「ソンク

ラン」（３～５月）及び１０月の主として家族旅行に向けた新聞、雑誌、ＢＴＳ交通広

告等の広告宣伝事業を実施する。 

● 機構のＷＥＢサイトについては、「観光親善大使・ＴＩＫさん」を活用した「キャンペー

ンサイト」新設等コンテンツの充実を図る。 

● 各シーズン向けに実施されるメディア広告や「ソンクラン」向けに開催される旅行

見本市「ＴＴＡＡ」（２月）における観光情報提供と、ＷＥＢサイトによる詳細情報の

提供とを連動させるため、機構のＷＥＢサイトへの誘引を図る。 

 

６．シンガポール市場 

  

● ２０～３０代の独身層、３０～４０代のファミリー層を主要ターゲットとし、学校が休

暇となる６月、及び１１月後半～１２月に向け実施される旅行見本市「ＮＡＴＡＳ」（８

～９月、２～３月）の時期に、旅行見本市出展事業と連動させた広告宣伝事業を

実施する。 

● 機構のＷＥＢサイトについては、各シーズンに向けた広告宣伝事業と連動させる

と共に、旅行時期の平準化促進・オフ期対策を目的に、日本の四季をテーマとし

た特設サイト、フォトコンテストの活用、ＹÔＫＯＳＯ！ ＪＡＰＡＮ ＷＥＥＫＳの情報等、

コンテンツの充実を図る。 

● 訪日教育旅行を誘致するため、海外教育旅行実施に影響力のあるシンガポール

政府教育省の担当官を招請し、モデルルート視察を実施する。また、シンガポー

ルにおいて有力な教育関係者を対象にセミナーを開催し、担当官の訪日体験の

フィードバックを含むプログラムで訪日教育旅行の促進を図る。さらに、旅行会社

からの「学校訪問」の問い合わせに対し、日本国内の訪日教育旅行促進のため

の地域協議会、関係団体、学校等を紹介する「マッチングサービス」を実施する。 

● 訪日スキー旅行商品の造成を支援するため、有力旅行会社を９月に日本へ招請

し、韓国、香港、シンガポールの３市場合同の商談会を開催する。また、商談後、

地方自治体、関係団体等の協力の下、ファムトリップ（地方視察）を実施する。 

 

７．オーストラリア市場 
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● 好調な訪日スキー需要の一層の拡大を図るため、スキー旅行見本市への継続出

展や、有力メディアの招請事業等により、既に誘客が定着している北海道、長野

に加えて、新規デスティネーションとして東北などの地域の広告宣伝に注力する。 

● 富裕・中流層向け日本の体験型観光（アウトドア体験、文化体験、夏の北海道等）

を軸に、日本の食文化に対する関心が高まっている事を踏まえ、「食」もテーマに

加え、有力な旅行見本市への出展や有力メディア招請事業を実施する。 

● 新聞、雑誌、テレビ等に対して「日本旅行特集企画」を提案するなど、一般の日系

企業を含む地元の民間事業者の共同広告等による連携を促進し、「日本観光情

報」のメディアにおける露出の増大を図る。 

● 訪日教育旅行を誘致するため、現地の教育関係者及び訪日教育旅行取扱旅行

会社を対象に「教育旅行セミナー」を実施し、日本への教育旅行の魅力を生徒の

父兄等に説得出来るための素材を提供する。これにより、現在約１万人程度が教

育旅行で日本に訪れているとみられるが、３６万人の日本語学習者がいるオース

トラリアにおいて、さらなる教育旅行需要の掘り起こしを図る。また、教育関係団

体及び旅行会社からの「学校訪問」の問合せに対応し、日本国内の訪日教育旅

行促進のための地域協議会、関係団体、学校等を紹介する「マッチングサービ

ス」を実施する。 

● 主要都市で開催されるスキー旅行見本市「Snow Travel Expo」（５月、６月）に現地

旅行会社、関係自治体・団体等と共同出展して販売促進事業を実施する。 

 

８．米国市場 

 

● 「高学歴、高収入、４５歳以上、大都市圏居住者」を主要ターゲットとし、富裕層、

若者層、アジア系米国人里帰り客等をサブターゲットと位置付け、日本の伝統文

化とその体験を軸に広告宣伝・広報事業を実施する。 

● 富裕層を読者に持つ旅行雑誌（Virtuoso Life, Travel&Leisure）など、ターゲット層

にリーチ可能な雑誌や、個人客（ＦＩＴ）の利用頻度の高いＷＥＢサイト（Google, 

Yahoo!等）におけるオンライン広告等を実施し、総合的需要喚起型広告宣伝事業

を実施する。なお、閑散期対策として「冬の京都キャンペーン」を昨年度から継続

して実施する。 

● 「忘れられない体験」等の体験型アクティビティーの紹介、「京都ウインタースペシ

ャル」関連情報の提供等、機構のＷＥＢサイトのコンテンツの充実を図る。 

● 訪日スキー旅行商品の造成を支援するため、有力なトラベルマート、業界向けス

キー旅行見本市に民間事業者、関係自治体・団体等と共同で出展する。 

● ＪＴＳ（Japan Travel Specialist）育成事業について、Ｅラーニングを活用して参加者

の拡大を図る。ＪＴＳの数の増加だけではなく、上級者コース等を設定し事業の高
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度化を図る。 

 

９．カナダ市場 

 

● 「高学歴、高収入、４５歳以上、大都市圏居住者」を主要ターゲットとし、富裕層、

若者層、アジア系米国人里帰り客等をサブターゲットと位置付け、日本の伝統文

化とその体験を軸に広告宣伝・広報事業を実施する。 

● 最大手リテーラーとの共同プロモーション、有力新聞の旅行欄編集長クラスの招

請、フランス語圏であるモントリオールで開催される旅行見本市（サロン・インター

ナショナル・ツーリズム、１０月）へ中国・韓国等アジア各国のＮＴＯと共同で出展

するなど、年間を通じた需要喚起を目的としながら、最大の海外旅行シーズンで

ある夏と、需要が落ちるオフシーズン（１２月～２月）に向け集中的に広告宣伝事

業を実施する。 

● 機構のＷＥＢサイトについては、昨年「日加観光交流年」事業の一環として立ちあ

げた特設ページの継続活用、更にコンテンツの充実により、広告宣伝・広報から

ＷＥＢサイトへの誘引を図る。 

● 訪日教育旅行を誘致するため、現地の教育関係者を対象に「教育旅行セミナー」

を実施し、日本が教育旅行にとって魅力あるデスティネーションであることを周知

してもらうとともに、有力な教育関係者を招請し、日本の魅力を体験してもらいカ

ナダの青少年の日本への関心や理解の促進に努める。さらに、教育関係団体か

らの「学校訪問」の問合せに対応し、日本国内の訪日教育旅行促進のための地

域協議会、関係団体、学校等を紹介する「マッチングサービス」を実施する。 

● ＪＴＳ（Japan Travel Specialist）育成事業について、Ｅラーニングの導入を検討す

る。 

 

１０．欧州市場 

 

● 欧州３市場については、共通する主要ターゲット（中高年富裕層や高学歴青年

層）に対して共通のコンセプト”Cool Japan - Fusion with Tradition”の下、日本の

多様な観光魅力を発信する。 

● このため、広告宣伝・広報事業に重点化するとともに、メディアによる広告・広報

から機構のＷＥＢサイトへの誘引を強化する。 

● 一般消費者向け旅行見本市出展として世界的規模で開催されるものの中から、

英国（「Destination London」、２月）、ドイツ（①「ＣＭＴ２００９」、１月、②「ＩＴＢベルリ

ン２００９」、３月）及びフランス（「ＭＡＰ２００９」、３月）に集中し、事業の高度化を

図る。  
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（１）英国市場 

 

● 機構のＷＥＢサイトにおいて「Cool Japan」専用ページの設定等コンテンツの充実

を図る。 

● 機構のＷＥＢサイトへの誘引を目的に、メディア招請・広報事業、有力雑誌への広

告、日本食レストランチェーンとのタイアップキャンペーンの実施、及びワークショ

ップの開催などと機構のＷＥＢサイトとの連動を図る。 

● 英国における最大のウィンタースポーツ専門見本市「METRO SKI&SNOWBOARD 

SHOW２００８」（１０月）へ出展するとともに、訪日スキー需要拡大を目的としたメデ

ィア招請・広報事業、ＹÔＫＯＳＯ！ ＪＡＰＡＮ ＷＥＥＫＳの情報等、冬季の日本観

光情報を充実させた「Winter Japan」専用ページを機構のＷＥＢサイトに設定して、

閑散期（オフ期）対策キャンペーンを実施する。 

● 訪日教育旅行を誘致するため、現地の訪日教育旅行取扱旅行会社を対象に訪

日招請し、有力教育旅行デスティネーションとしての日本が提供し得る多岐に亘

る学習・体験メニューをＰＲし、訪日教育旅行の促進を支援する。さらに、海外の

教育関係団体からの「学校訪問」の問合せに対応し、日本国内の訪日教育旅行

促進のための地域協議会、関係団体、学校等を紹介する「マッチングサービス」を

継続実施する。 

● ＪＴＳ（Japan Travel Specialist）育成事業について、Ｅラーニングを活用して参加者

の拡大を図る。 

 

 

（２）フランス市場 

 

● 今年は「日仏観光交流年/友好１５０周年」である事から、仏政府観光局とタイアッ

プし、宮島とモンサンミシェルを対にした共通デザインを積極的に活用した「バスラ

ッピング」広告や有力雑誌への広告などを行う。 

● 合わせて、ＴＶクルーの招請、メディア広報、ポップカルチャーや伝統文化の熱烈

なファンが集う欧州最大級の「Japan Expo２００８」（７月）出展、在仏日本国大使館

主催の交流年事業などを活用し、日本観光情報のメディア露出増大を図る。 

● 日本におけるデスティネーションの多様化を目的として、仏語ガイドブック「ミシュラ

ン緑本日本版」創刊事業を支援する。特に、金沢、高野山・熊野古道、直島（香

川）、宮島をメディア招請・広報事業とも連動させ重点的にアピールする。また、地

方と連携して「秋の高山」・「冬の京都」キャンペーンを実施する。 

● 機構のＷＥＢサイトに「交流年キャンペーン」特設ページを設ける。 
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（３）ドイツ市場 

 

● 有力雑誌や業界誌における「日本特集版（サプリメント）」を作成し、読者のみなら

ず、増刷して広く一般消費者や、旅行見本市での配布等、２次・３次利用を図る。 

● 有力メディアの招請事業により最新かつ多彩な情報を満載した日本紹介記事掲

載を支援する。 

● 「日本特集版（サプリメント）」や日本記事紹介等を活用して、機構のＷＥＢサイト

のコンテンツの充実を図る。 

● ＪＴＳ（Japan Travel Specialist）育成事業について、Ｅラーニングを活用して参加者

の拡大を図る。 

 

１１．台湾市場 

 

機構はビジット・ジャパン・キャンペーン実施本部事務局として、台湾に海外事務所

を有する日本観光協会と密接な連携の下、国に対して協力を行う。主な予定は次の

通り。 

● ２０～３０代女性層をターゲットとして、週末利用の都市観光等を訴求する広告掲

載事業を行う。 

● 台湾最大の旅行博「台北国際旅行博」、潜在的訪日旅行需要が見込まれる台湾

南部で開催される「高雄旅行博」に出展する。 

● 訪日教育旅行誘致を目的とした有力教育関係者招請事業、台湾主要都市におけ

る訪日教育旅行セミナーを実施する。 
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（別添２）平成２０年度事業計画（国際会議等の誘致・開催支援業務） 

 

 「国際会議の開催・誘致推進による国際交流拡大プログラム」に基づき、誘致活動

や開催・受入に関する支援を行う。主として行う事業は以下のとおり。 

 

１．プロモーションの強化 

 

（１）海外での旅行見本市出展及びセミナー開催 

 「ＩＭＥＸ」（フランクフルト）、「ＩＴ＆ＣＭＡ」（バンコク）等の海外の旅行見本市に出展す

る。また、中国、韓国において、商談会を中心とするインセンティブセミナー等を開催

し、商談会等を実施する。 

 

（２）国際会議及びインセンティブ旅行の誘致のためのキーパーソン招請事業 

 

 国際会議の開催地決定やインセンティブ旅行の訪問地決定に大きな役割を果たす

キーパーソン招請事業を、地方自治体等と連携して実施する。 

 

（３）国際ミーティング・エキスポの開催 

 

 国内唯一のコンベンション見本市・商談会である「国際ミーティング・エキスポ」（ＩＭ

Ｅ）を国土交通省、ＪＣＣＢ（日本コングレスコンベンションビューロー）と共催する。 

 

２．ソフトインフラの整備 

 

（１）各種データベースの充実 

 

 国際会議誘致に係わるマーケティング活動の基礎となる調査・データ収集の充実を

図るため、国際会議データベースの整備・充実及びコンベンション統計データベース

の作成を行う。 

 

（２）国際会議開催情報の提供及び情報発信 

 

 国内外のコンベンション開催状況についてとりまとめた「コンベンション統計」、日本

で開催が決定している国際会議情報等を機構のＷＥＢサイト上に登載し、積極的な

情報発信を行う。 
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（３）研修会等の開催 

 

 国際会議の誘致や開催に当たる人材の育成を支援するため、地方自治体等の担

当者を対象とした階層別の研修会等を開催する。 

 

（４）各種マニュアルの提供 

 

 国際会議の誘致・開催準備及び運営について分かりやすく解説した「国際会議マニ

ュアル」及び「国際会議誘致マニュアル」を会議主催者等に提供する。 
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参考資料２６  運営費交付金の算定ルール        

 

［運営費交付金の算定方法］ 
運営費交付金 ＝ 人件費（A）＋ 一般管理費（B）＋ 業務経費（C）－ 自己収入（Y1）

 － 運営費交付金対象外事業収益（Y2） 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 
１．人件費（A）＝ 当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等  

(1) 当年度人件費相当額 ＝ 前年度基準給与総額 × 人件費調整係数ｓ 

  ＋ 退職手当等所要額 

(ｲ) 前年度基準給与総額 × 人件費調整係数ｓ 

           (ﾛ) 退職手当等所要額 

退職手当：当年度に退職が想定される人員ごとに積算 

(2) 前年度給与改定分等 

          昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 

     なお、昇給原資額及び給与改定額は運営状況を勘案して措置することとする。 

     運営状況等によっては、措置を行わないことも排除されない。 

 

２．一般管理費（B） 

前年度一般管理費相当額(所要額計上経費及び特殊要因を除く) × 一般管

理費の効率化係数α × 消費者物価指数δ ＋ 当年度の所要額計上経費 ± 

特殊要因 

 

３．業務経費 

前年度業務経費相当額(所要額計上経費及び特殊要因を除く) × 業務経費

の効率化係数β× 消費者物価指数δ × 政策係数γ ＋ 当年度の所要額

計上経費 ± 特殊要因 

 

４．自己収入（Y1） ＝ 運営費交付金を財源として実施する事務・事業から生じ

るであろう自己収入の見積り額 

・ ２０年度は、過去実績等を勘案し見込額を計上。 

・ ２１年度以降  ＝ 前年度自己収入 × 収入政策係数ｙ1 

 

５．運営費交付金対象外事業収益（Y2） ＝運営費交付金を財源として実施しない

事務・事業から生じるであろう自己収

入 － 当該収入に係る支出 

・ ２０年度は、過去実績等を勘案し見込額を計上。 

・ ２１年度以降  ＝ 前年度当該自己収入 × 収入政策係数 y2 

    － 前年度当該自己収入に係る支出               

 注：本収益がマイナスの場合には０とする。 
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人件費調整係数ｓ  ：毎年度の予算編成過程において決定 

一般管理費の効率化係数α ：毎年度の予算編成過程において決定 

業務経費の効率化係数β  ：毎年度の予算編成過程において決定 

消費者物価指数δ  ：毎年度の予算編成過程において決定 

政策係数ｒ  ：毎年度の予算編成過程において決定 

自己収入政策係数ｙ1  ：毎年度の予算編成過程において決定 

    〃   ｙ2  ：毎年度の予算編成過程において決定 

所要額計上経費：公租公課、事務所借料の所要額計上を必要とする経費 

特殊要因：新規･拡充事業費など特殊な要因により必要となる経費について、

毎年度の予算編成過程において決定 

 

 

[中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等] 

 
【注記】前提条件 

・ 人件費調整係数ｓ   ：中期計画期間中は対前年度 0.99 として推

計 

・ 一般管理費の効率化係数α ：平成２０年度は対前年度 0.92、平成２１

年     度以降は対前年度 0.98 として推計 

・ 業務経費の効率化係数β ：平成２０年度は対前年度 0.93、平成２１

年     度以降は対前年度 0.995 として推計 

・ 消費者物価指数δ  ：中期計画期間中は 1.00 として推計 

・ 政策係数ｒ  ：中期計画期間中は 1.00 として推計 

・ 自己収入政策係数ｙ1 ：中期計画期間中は 1.00 として推計 

・     〃   ｙ2 ：中期計画期間中は 1.00 として推計 

                    (但し、観光情報提供事業収入は 20年度収

入見込額に対し、21年度以降、対前年度

2,000 千円増として推計) 
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JNTO 関連の用語集  ※あいうえお順                              

 

・アドバイザリー・コミッティ 

機構の第一期中期計画に記載された｢外部有識者による評価を含む業績評価制度を充実｣を踏まえ

て設けられたもので、学識経験者、マスコミの論説委員、外国出身有識者ら１３名で構成。年 1 回開

催。 

 

・インバウンド 

外国から｢内に向かってくる (inbound)｣旅行者の流れのこと。日本から見ると、訪日外国人旅行者を

意味する。 

 

・キーパーソン 

国際会議等の開催地決定のカギを握る人物のこと。具体的には国際団体の会長、事務局長、候補

地選定委員クラスを指す。 

 

・国際会議観光都市 

｢国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等による国際観光の振興に関する法律(通称はコン 

ベンション法)｣に基づき、国土交通大臣が国際会議施設、宿泊施設等のハード面やコンベンション・ 

ビューロー等のソフト面が整備されており、｢国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等の措置を 

講じることが国際観光の振興に特に資する｣と認定した市町村のこと。 

 

・国際会議協会(ICCA) 

国際会議協会（本部：アムステルダム）は 1964 年設立の団体。現在約 60 ヶ国、450 団体の会員を 

擁する。会員は会議場、ビューロー、PCO、ホテル、旅行会社、航空会社、関連サービスの 7 業種に分 

類され、総会などを通じて相互の情報交換、産業発展のための諸活動を行っている。 

 

・国際団体連合（UIA） 

国際団体連合（本部：ブリュッセル）は 1907 年に設立された団体。世界の組織団体が開催する会 

議の統計を取り、毎年発表している。毎年発行の「Ｙｅａｒ Ｂｏｏｋ ｏｆ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ」 

は公的及び民間の各種国際団体に関する詳細な情報を網羅している。 

 

・コンベンション 

相当数の人が参加する会議、シンポジウム、フォーラムなどを総称した用語のこと。これらの開催に 

あわせて観光や交流を目的とした旅行やレセプションなどの催しが実施されるため、裾野の広い経済 
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波及効果が見込まれ、地域経済の活性化に寄与している。海外からの相当数の外国人の参加が見込 

まれるコンベンションを国際コンベンションと呼ぶ。 

 

・ツアーオペレーター 

 不特定多数の旅行者を対象に旅行を企画し、その手配を行う旅行業者のこと。商品をつくるだけで販

売を行わない卸専門(ホールセラー)の業者と、販売まで行う小売(リテーラー)兼務の業者の二種類に

分類出来る。日本ではホールセラーとリテーラー兼務の業者が多い。 

 

 

・通訳案内士 

報酬を受けて、外国人に附き添い、外国語を用いて、旅行に関する案内をする業のこと。通訳案内

士を営むには国土交通大臣が行う試験に合格し、登録申請書を都道府県知事に提出しなければなら

ない。機構が通訳案内士試験の実施を代行している。 

 

・特別顧問会議 

機構の第一期中期計画に記載された｢外部有識者による評価を含む業績評価制度を充実｣を踏まえ

設けられたもので、機構の組織運営や事業展開に対する助言・提言を行う。座長を務める日本経済団

体連合会会長の御手洗冨士夫氏を含む１５名で構成され年１回開催。 

 

・独立行政法人通則法第４４条第３項 

独立行政法人通則法第４４条は｢独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において利益を生じたと

きは、前事業年度から繰り越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残余の額は、積立金として

整理しなければならない。ただし、第３項の規定により同項の使途に充てる場合は、この限りでない。｣

と規定しており、JNTO は国土交通大臣の承認を受けて、剰余金を海外からの訪日旅行の促進の効果

が高く見込まれる海外宣伝事業費の使途に充てることが出来る。 

 

・PCO 

｢Professional Congress Organizer｣の頭文字をとったもので、コンベンション等を専門的かつ総合的

に組織・企画・運営する専門業者のこと。  

 

 

 


